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１－１ 研究の背景 

 

建築物は一般に，地震，強風，雪，津波といった自然外乱に対して安全性を維持できる

よう設計することが義務づけられている。建物用途や建物規模，あるいは建設地に応じて

着目すべき外乱は異なるが，特に高層建築物は強風の影響を受けやすいため，台風や大型

低気圧に伴う暴風に対し適切な耐風設計を行うことは建物機能のみならず都市防災の観点

においてもきわめて重要である。 

 

高層建築物を対象とする耐風設計においては，対象と目的に応じて主に３段階の設計用

風荷重が評価されており，それぞれ表 1.1 のように強風レベルが定められている。ここで，

表中に示す設計風速値は，高層建築物の軒高における 10 分間平均風速である。 

これらのうち「居住性用風荷重」と「構造骨組用風荷重」については，主に構造設計に

反映される風外力であり，建築物全体に作用する変動風力を外力として動的応答が求めら

れ，前者に対しては最大応答加速度に基づく知覚確率が，後者に対しては応答変位・部材

応力に基づく安全性が評価対象となる。一方，「外装材用風荷重」は建築物の外殻を構成す

る各種部材が局所的な風圧力に対して破損・飛散しないよう定められるものであり，外装

部材耐力および下地材や躯体への接合耐力がこれを下回ることがないよう適切に設計され

なければならない。 

 

 

表 1.1 耐風設計における風荷重種別 

 

           

 

 

 

小　← 風速 →　大

風荷重種別 居住性用風荷重 外装材用風荷重 構造骨組用風荷重

設計対象 構造， 窓ガラス，ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ， 構造，

制振等 屋根葺材，庇， 免震，制振等

その他外装付属部材

目的 比較的日常レベルの強風時 稀に発生する強風に対し， L1; 稀に発生する暴風に対し，構造耐力上主要

において，居住者の風振動 各種外装部材の破損・破壊 　　な部分の損傷を防止する。

知覚による住環境障害を ・飛散を防止する L2; 極めて稀に発生する暴風に対し，建築物の

防止する。 　　倒壊・崩壊を防止する。

設計風速 日最大風速の 年最大風速の L1; 年最大風速の５０年（以上）再現期待値

統計的性質 １年再現期待値 ５０～１００年再現期待値 L2; 年最大風速の５００年（以上）再現期待値

超高層建築物 L1; 約４０m/s程度

を例とした場合の 約２０m/s程度 約４０m/s程度 L2; 約５０m/s程度

設計風速値の目安
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台風や大型低気圧の通過時における実際の強風被害事例をみると，その多くは外装材被

害である。居住性については，物理的被害でなく居住者の振動知覚（船酔現象）あるいは

視覚や聴覚（二次部材の軋み音）によるものであるため，その事象を定量的に評価するこ

とが困難であるとともに被害が顕在化されにくい。構造骨組については，煙突・タワー等

の塔状構造物を除き，高層建築物の構造設計においては多くの場合に設計用風荷重は地震

荷重を下回るため，暴風に対してはより高い安全性が担保されたものとなっている。実際

に暴風に対して高層建築物が倒壊した事例はこれまでにない。 

強風被害事例が外装材で多く発生している要因として，設計用風荷重評価に要求される

風圧力の予測精度に関する問題が挙げられる。外装材の耐風設計は，建築物の外殻を構成

する（外気に曝される）個々の部材に対して行われるものであることから，本来，部材全

ての設置位置に作用する風圧力を評価する必要がある。しかしながら，比較的大規模な建

築物では外装部材は数千点にのぼり，個々の部材に対して変動風圧力を精度よく予測する

ことは現状不可能であることから，限られた情報から推定せざるを得ない。また，現行の

設計体系における外装材設計用風圧力は，部位ごとに複雑に時刻歴変動する風圧力の瞬間

最大値（正圧側ピーク値および負圧側ピーク値）に相当するものであるが，これを精度よ

く予測することは容易でない。すなわち，建物壁面各所に作用する変動風圧場は，対象建

物周囲の乱流構造によって特徴づけられるものであり，これは建築物自体の形状のみなら

ず，周辺市街地の状況，さらには当該エリアに吹く自然風の特性により影響を受けるため

である。 

 

 既往の耐風設計法においては，設計用風荷重評価手法として，規基準値を参照する手法

と実験的手法の２通りに分類される。規基準とは，主に建築基準法に準拠した風荷重評価

法であり，その他主な補足的技術資料として学会資料（日本建築学会の建築物荷重指針・

同解説，外装材設計マニュアル等）が挙げられる。これらは，一般の設計者が簡易な計算

に基づいて構造骨組用・外装材用の各設計用風荷重を算出できるものであるが，過去の研

究的知見に基づいて一般化・汎用化された規基準値はその適用範囲に限界があり，複雑な

建物形状や周辺状況の影響を適切に反映することができない。一方，実験手法とは，建築

物および市街地の模型を用いた風洞実験による計測値を設計用風荷重評価に用いるもので

ある（図 1.1）。耐風設計を目的とする場合は主に多点風圧実験（図 1.2）が採用され（構

造骨組のみの場合は空気力実験の場合もある），対象建物模型の表面において離散的に変動

風圧が計測される。風洞実験は数十年に渡る技術的蓄積においてその手法が確立されてお

り，案件ごとに作成された模型を用いて実験が行われるため，現状最も予測精度の高い風

荷重評価法として認知されている。しかしながら，模型実験の物理的制約からいくつかの

課題も指摘されている。まず，数百分の一という模型縮尺率において，模型の製作精度お

よび計測分解能に限界がある。模型の製作精度に関しては，計測対象建物については大ま

かな外形は再現されるものの，微細な形状（バルコニーやルーバー等）は簡略化されると
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ともに，周辺市街地の再現範囲は風洞装置規模から決定され，数百 m 程度に止まる場合が

多い。計測分解能については，多点風圧実験の場合，模型表面の風圧測定穴から風洞床下

の圧力センサーに至る導圧チューブを納める（多くの場合，模型内部に格納される）必要

上，測定点数や対象部材に制約がある。高層建物模型の場合，一般に 200～400 点程度の同

時多点計測が行われるが，特定高さ・特定壁面における計測点数は数点程度であり，実物

大換算で数 m～10m 間隔の解像度で変動風圧力が得られることになる。実際の外装ユニット

の割付幅を 1～2m 程度とすれば空間分解能としては不足であるとともに，外壁に付設され

る独立部材については十分な計測は実質的に不可能であるといえる。また，風洞実験の根

本的な技術的課題として，得られる情報量の問題が挙げられる。実験では，計測対象とさ

れる特定の物理量のみが出力されることから，たとえば特殊な変動圧力場が検出された際

に，同時に周囲の風速場を得て要因となる乱流構造を推定することができない。変動風速

場の計測を行う場合においても，建物周囲においては３次元的な渦構造が非定常に形成さ

れることから，複雑な乱流構造を精度よく検出するのは実験的に困難である。さらに，風

洞実験に要する時間的・費用的コストは実務的に大きな課題とされている。実際に風洞実

験はその適用対象が一部の大規模なプロジェクトに限定され，形状スタディや設計変更に

対して柔軟に対応することができない。 

 

 

  

    図 1.1 風洞実験模型の例         図 1.2 風圧実験模型 

 

 

 一方，近年の計算工学技術の発展および計算機性能の向上により，上記の技術的課題

を解決できる新たな風荷重評価法として CFD（Computational Fluid Dynamics，数値流体

計算）が期待されている。モデル形状に物理的制約を受けない点，風速・風圧といった各

物理量に関して任意の空間で抽出・描画できる点において，既往の風荷重評価法の課題を

解決できるだけでなく，流体力学的により高度な現象把握に基づいて耐風設計が可能とな

る。 
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CFD は現在多くの工学分野に広く普及しており，研究・実務に積極的に利用されている。

建築分野においては，k-ε系モデルをはじめとするレイノルズ平均型乱流モデル（RANS

モデル）を用いた定常計算が，室内環境やビル風，ヒートアイランド現象といった特に環

境分野を中心として広く実施されている。RANS モデルは，比較的小さい計算負荷で流れ

場の定常解が効率よく得られる点を特長として一般に普及したが，その適用は流れに関す

る時間平均場が要求される問題に限られている。一方，建築物の耐風設計における設計用

風荷重評価においては，建築物に作用する風圧力の時刻歴変動データが要求され，乱流境

界層中における３次元物体まわりの非定常流れ場を精度よく求める必要がある。特に，自

然風を模擬した接近流や，建物近傍における剥離・再付着流れを形成する様々なスケール

の渦構造の再現が重要であり，工学的利用においては Large Eddy Simulation (LES) が有

効である。LES は高い時空間分解能が要求されることから RANS モデルに比べて計算負荷

が大きく，過去においてはチャネル流れや２次元物体まわりの流れ等を対象とした基礎研

究に用いられることが主であったが，近年の計算機能力の飛躍的な向上によって，３次元

物体や実市街地のような複雑形状に対しても適用が進み，建築物の耐風設計における応用

が期待されている。 
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１－２ 既往研究と本研究の位置づけ 

 

１－２－１ 角柱に作用する風圧力に関する既往研究 

 建築物の耐風設計において風荷重を適切に評価するためには，建築物に作用する風圧力

を精度よく予測する必要がある。Bluff body（表面で流れが剥離する物体）に作用する風

圧力の組織的変動に関する初期の研究は，2 次元角柱を対象とした実験的研究（風圧計測）

が主であり，Vickery ら 5)は層流・乱流の各条件下において風圧計測を実施し，強い周期的

揚力変動について変動揚力係数および St 数を示している。石崎ら 6)は迎角の影響について

詳細に計測を行い，風向に応じた流れ場の変化と風圧変動とを関連づけて考察している。

その後，計測対象が高層建築物を想定した３次元物体へ展開されてゆくとともに，風圧計

測技術や可視化技術の発展に伴って，変動風圧場を決定づける渦の空間構造が明らかにさ

れてゆく。谷池ら 7)は，乱流境界層中の３次元角柱を対象として風圧計測および可視化を行

い，後流域に放出される渦構造に関してその強さ，空間特性，アスペクト比による影響に

ついて明らかにした。奥田ら 8)～11)は，高層建築物モデル側面の局所負圧について，渦の発

生から放出までの過程と関連づけて考察し，風向角 0°で下層部に生成される逆円錐渦，お

よびグランシングアングルで上端部に生成される定在型円錐渦について報告するとともに，

自然風中の中間供試体の計測結果からそれらの存在を確認している。 

 

１－２－２ 耐風設計体系の確立 

現在の建築物の耐風設計体系は，主に風速評価，風圧・風力評価，風応答評価から構成

されており，風観測および風洞実験に基づく既往の研究成果による寄与が大きい。特に風

圧・風力評価については，対象物の形状に対する依存性が高いことから，局所風圧の多点

同時計測技術の向上とともに多様な建築物・工作物の実験結果が整理され，現行の規基準

において風力係数・風圧係数として設計値が示されている 1)～2)。 

耐風設計実務において案件ごとに個別に実施される風洞実験についても，問題や対象に

応じた実験方法（空気力実験，風圧実験，空力振動実験 等）ならびに計測方法，分析方

法が確立されている 12)。 

 

１－２－３ 数値解析的研究(1)構造格子系 

一方，数値解析的研究に関して，高層建築物の耐風設計，特に変動風圧評価に係る既往

の研究の歴史的変遷をみると，一様流中の２次元物体まわりの計算に始まり，３次元物体

への展開，流入変動風の導入，局所風圧評価への適用性検討，複雑形状モデルへの応用，

といった発展の経緯がある。 

Tamura ら 13)は，一様流中における２次元角柱まわりの非定常流れを三次精度風上差分に

よる流体計算で再現している。抗力係数・揚力係数・St 数に関する実験値との比較を行い，

２次元物体に対してもその周囲の乱流構造を推定する上で３次元計算が必要となることを



7 
 

示している。野津ら 14)は，計算対象を地面上に建つ３次元角柱，すなわち高層建物モデル

へと発展させた。低 Re 数範囲に限られてはいるものの，角柱アスペクト比による後流構造

の変化や，層風力係数の分布特性について報告している。建物モデルの空力特性に対する

接近乱流の影響に関しては，流入境界条件として要求される流入変動風の作成法について

いくつかの手法が提案されており，丸山ら15)近藤ら16)が確率論的作成法を，片岡ら17) Nozawa

ら 18)が準周期境界を用いる生成法を提案している。 

高層建物モデル（乱流境界層中における３次元角柱）を対象として局所的な風圧分布に

ついて検証された事例については，Nozawa ら 19)は１：１：４角柱の風圧分布を対象として

ネスティング格子を用いた LES を実施している。風向および検証領域は限られているが，

実験値との比較に基づいて風圧分布に関する計算精度を吟味している。Kataoka ら 20)および

片岡ら 21)は，外装材用風荷重評価を目的とし，マルチブロック型の一般座標系格子を用い

て１：１：３角柱の LES を４風向について実施している。風洞実験結果との比較により全

壁面の風圧分布に関する精度検証を行っているが，変動風圧係数および負側ピーク風圧係

数については課題を残している。  

風荷重評価のための LES が複雑形状へ適用された事例としては，小野ら 22)が実市街地・

実建物モデルの計算を行っている。重合格子を用いて計算モデルの合理化が図られており，

耐風設計実務への適用性を示している。しかしながら，構造骨組用風荷重評価を目的とし

たものであるため，一般化風力および応答に関する検討に止まり，局所的な風圧分布には

言及されていない。 

上記の研究はいずれも構造格子系を用いた計算事例である。構造格子とは，計算格子の

空間配列に規則性を有するものであり，差分精度の高精度化が可能である他，必要メモリ

や演算アルゴリズムに関する合理性から多くの研究実績を残してきた。近年の研究では，

壁面近傍に格子を集中させる技術が計算精度の向上に寄与しているものの，変動風圧場を

精度よく解くためには部位ごとに異なるスケールで形成される複雑な乱流構造を解像する

必要があり，格子解像度の局所高解像度化において限界がある。 

 

１－２－４ 数値解析的研究(2)非構造格子系 

前項に対し，近年，多くの工学分野において CFD 計算モデルに非構造格子系が導入され，

計算の効率化および高精度化が図られている。非構造格子系とは格子配列に規則性を持た

ない格子系であり，モデル形状や空間解像度に対する高い自由度を有していることから，

過大な計算負荷を伴うことなく多様な流れ場に効果的に適応できる。 

CFD における非構造格子系モデルの歴史的背景をみると，McDonald(1971)23)による２次元

モデル（三角形ﾒｯｼｭ 975 要素）が原点である（FVM の原点ともされている，ただし 2D のた

め Finite Area Method）。計算対象はガスタービン翼まわりの流れの計算であることから，

非構造格子は工学的利用を目的とした離散化手法として初めて提案されたものであること

がわかる。その後，Holmes ら 25)による三角形の再分割による局所高解像度化や，テトラへ
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の拡張による 3D モデルへの発展（Kallinderis ら 26），Biswas27)ら）の経緯はあるものの，

解像すべき渦スケール範囲が広い建築風工学においては LES 計算モデルへの適用に至らな

かった。その要因としては，離散点の不規則性に伴う差分精度の問題として微細な変動を

表現できないこと，要素形態の自由度により必要メモリ量が過大であること，変数配列に

起因して演算効率が低いことが挙げられる。近年では，均質な要素形状を維持できるオー

トメッシュアルゴリズムの開発と，節点中心法におけるコントロールヴォリュームの界面

定義手法の発展が異形メッシュの課題を克服し，さらに大規模計算技術（特に領域分割法

による並列計算）の進歩が工学利用を促進させ，特に機械系分野において市販コードやオ

ープンソースコードを中心として普及が進んでいる。 

建築分野においては，RANS モデルによる定常計算では非構造格子系が一般に利用されて

いるものの，格子分解能や差分スキームの影響を鋭敏に受ける LES では非構造格子が採用

された事例は少ない。既往の研究としては，Phuc ら 28)がセットバック型建物の風圧分布を

求めているが，建物単体モデルとしては要素数が過大であり，モデル構築法として非構造

格子の特長を活かすには検討の余地があるものと思われる。野津ら 29)は実市街地（実建物）

を対象とした計算結果を報告しており，概ね良好な結果が示されているものの，使用され

た要素形態（プリズム要素）については，その基本的な精度が不明であるとともに，メッ

シュ生成に関する合理性を吟味すべきであると考えられる。Tamura，Nozu，Kishida ら 30)

～33)は，高層建物が多く存在する実市街地モデルを対象とした LES を実施し，実建物に作

用する風圧分布や周辺建物群による乱流特性について報告している。計算モデルに関し，

従来の構造格子系から非構造格子系とのハイブリッドモデルに至る一連の工夫により，モ

デル構築の合理化と予測精度の向上が図られているものの，建物隅角部のような特異点に

おいて風圧変動の再現性に課題を残している。要因としては，格子解像度の問題だけでな

く格子生成法に起因するモデル形状の変形や格子形状の質の低下が考えられ，計算モデル

の構築法に関する課題であるといえる。  

以上を踏まえ，非構造格子系について適用事例が十分でない現状においてその妥当性を

示す上では，計算モデルにより高い普遍性や一般性が求められる。本研究は，非構造格子

系の中で最もシンプルな要素形態を扱い，シンプルなモデルで基本精度を検証するととも

に，実用性に着目して複雑モデルへの適用性を吟味するものとする。 
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１－３ 研究の目的 

 

本研究では，高層建築物を対象とし，LES 計算モデルにテトラ非構造格子系を導入する

ことにより，新たな CFD 風荷重評価法を確立することを目的とする。非構造格子系 LES の

技術的課題を解決するために必要な各種問題に対して，適切なモデル構築法を提示すると

ともに計算精度を検証し，本手法の妥当性・適用性を吟味する。また，耐風設計上重要と

なる特殊な風荷重現象に対し，本手法の特長を活かして要因となる乱流構造を調べ，その

発生機構を明らかにする。 

なお本研究では，高層建築物の外壁面において局所的に作用する変動風圧力に着目して

おり，これは耐風設計の風荷重種別としては外装材用風荷重に相当するものである。構造

骨組用風荷重は建物全体に作用する変動風力を用いて応答解析が行われるが，当該風力デ

ータは一般に外壁面の局所風圧を面積分することで得ることができる（風洞実験も同様）。

建物全体系の変動風力は建物スケールの乱流構造から特徴づけられる一方，局所的な変動

風圧場はより小スケールの局所的な渦構造の影響も同時に受けることから，より高い分解

能で乱流構造を解像しなければならない。以上より，局所風圧についてその変動特性まで

再現することができれば，原理的に構造骨組用風荷重評価にも適用可能であるため，本研

究は風荷重評価全般に資する知見を構築するものと位置づけられる。 

 

 

１－４ 論文の構成 

本研究における技術的課題，それに対応する研究項目と論文各章の構成を図 1.3 に示す。 

 

本論文では，まず乱流解析法および計算格子生成法についてその詳細を第２章に示す。

本研究で導入するテトラ非構造格子は，複雑な物体形状を完全に保持できるだけでなく，

流れ場に応じて要求される解像度に対して要素形状の質を維持しながら高い自由度で離散

化できるため，複雑な乱流場を効果的に解像できる。さらに本章では，自然風を模擬した

流入境界条件の効果的な作成法を提案し，その有効性を検証する。 

 

 第３章では，建築物に作用する変動風圧について基本的な計算精度を精査することを目

的とし，乱流境界層中における３次元角柱の計算を行う。比較対象として複数の異なる風

洞実験データを使用することにより，実験値の潜在的なばらつきに対する計算結果の対応

関係を明らかにし，変動風圧評価に関する本手法の妥当性を示す。 

 

次に，近年の市街地再開発において高層建築物が近接して建てられる傾向を考慮し，風

荷重評価における周辺建物の影響に着目する。第４章では，対象建物の風上側に同規模の

高層建物が隣接する状況を想定し，位置関係と風向に応じて局所負圧が増加する現象を本

計算法により再現する。これは，規基準値を上回る風圧力であるとともに，実際にも十分

想定され得る状況であることから耐風設計上重要な事象である。本章では，当該現象の発
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生メカニズムを明らかにするとともに，建物隅角部形状に着目した対策法とその効果を示

す。 

 

 また，建物自体の形状に関する近年の傾向として，ファサードの多様化によりその外形

が複雑化している。特に外壁面に付設される部材の多くは，風洞実験の困難さ故に，今後

の耐風設計において LES に依存することが予想される。第５章では，環境配慮型外装形式

として適用案件が増加している鉛直フィン部材（遮光ルーバー）を対象とする。本計算法

は，微細な形状を伴う建物モデルにも対応可能であることを示し，当該部材の設計用風荷

重に関する新たな知見を提示するとともに，建物基部で発生する特殊な流れ場について考

察を加える。 

 

 前章までの知見に基づき，計算対象を実市街地および実建物モデルに発展させる。対象

エリアは都心の高密度市街地であり，実建物群により形成されるサイト特有の複雑乱流場

を求める。第６章では， 2004 年時が再現された風洞実験結果を比較対象として，市街地の

中心部に建つ超高層建築物の変動風圧の再現性を検証する。建物周囲の乱流構造と変動風

圧場の関係性に基づき適切な計算モデル構築法を示す他，風上高層建物の影響により発生

する強い負圧現象に関してそのメカニズムを調べ，第４章との関連性を述べる。 

 

第７章では，前章のエリアを対象とし，近年の再開発によって著しく高密度化・複雑化

した市街地形態に本手法を適用する。ここではまず現況（2014 年時）モデルの計算を行い，

前章の対象建物の風圧分布に関する経年変化の様子を調べる。さらに，この 10 年間におい

て新築された超高層建築物から，一般の知見では風荷重評価が困難な複雑形態を有するも

のを対象として風圧分布特性を調べる。ひとつは上層階に独立壁面を有するものであり，

形状に起因して発生する局所的な風圧分布を示すとともに，その要因となる流れの構造に

ついて考察を加える。他方は実際に鉛直フィンを実装した高層建物であり，フィンに作用

する変動風力について第５章の知見と比較する他，一般外壁面の風圧特性に関して表面の

細部形状の再現性がおよぼす影響を明らかにし，LES 風荷重評価の有意性を示す。 
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図 1.3 研究項目と章構成 
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２－１ 諸言 

 

乱流解析手法については，旧来より目的と用途に応じて様々な数理モデルが提案・利用

されてきた。工学分野においては主に，支配方程式となる Navier-Stokes 式に対して時間

平均化フィルタを施す RANS（Raynolds Averaged Naveir Stokes）モデルと，格子解像度に

対応した空間フィルタを施す LES（Large Eddy Simulation）が代表的な解析法（広義での

乱流モデル）として挙げられる。LES とは，計算格子を空間フィルタとし，フィルタサイズ

以上の渦構造を直接解像するとともに，それ以下の渦構造についてはモデル化して間接的

に扱う解析法である。乱流構造の非定常解を直接得ることが可能であることから，建築物

周囲の圧力場に関する時刻歴変動を求めることができ，設計用風荷重評価への適用が期待

されている。 

しかしながら，LES はその本来の特性として格子依存性が非常に高いことから，計算格子

の質や解像度に対して鋭敏であり，建築物まわりに形成される乱流構造の非定常性を精度

よく再現するためには格子系に十分な配慮を要する。特に外装材設計用風荷重評価に用い

られるピーク風圧（圧力変動の正圧側および負圧側の瞬間最大値）については，建物スケ

ールに比べてきわめて小スケールの渦構造の挙動から決定されることがあるため，対象と

する乱流構造さらにはそれを特徴づける建築物や市街地のモデル形態に応じて，十分な解

像度分布による適切なモデル構築が必須となる。 

本研究で採用する非構造格子系については，モデル構築における自由度の高さから将来

的に高い実用性が期待できるものの， LES 計算モデルとして変動圧力場を予測するための

モデル構築法について吟味された例はこれまでにない。 

また，建築分野特有の LES 適用上の技術的課題として，流入境界条件の構築法が挙げら

れる。屋外気流解析においては，建物（群）を包絡するように配置された仮想境界面で構

成された閉空間内が計算領域となり，流入境界面において自然風を模擬した風速場が設定

される。ここで自然風とは，風速変動に関する高さ方向分布が工学的に規定されたもので

あり，地表面粗度（市街地密度等）に応じて区分Ⅰ～Ⅴに分類されている。RANS モデル（定

常計算）における流入境界条件では，風速変動の統計値を一定値として規定するのみであ

るが，LES による非定常計算では時々刻々変動する風速値を時刻ステップごとに与える必要

がある。すなわち，上記の自然風特性を満足する時刻歴変動風速場を別途生成した上で，

流入境界面の全節点に時刻ステップごとに情報を与え，対象とする建物モデルの接近流を

再現しなければならない（図 2.1）。 
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図 2.1 流入変動風の生成と主計算領域の流入境界条件 

 

 

 本章では，LES に基づく乱流解析法を示した上で，非構造格子系の概要とその生成法を示

す。また，非構造格子系の特長を生かした流入変動風の生成法を新たに提案し，その妥当

性を示す。 
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２－２ 乱流解析法 

 

 

支配方程式は非圧縮性の Navier Stokes 方程式（運動量保存）および連続の式（質量保存）

である．  
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LES では基礎方程式に対して空間フィルタリングを施す。 

支配方程式に対する空間フィルタリングは，以下の定義に基づく。 

       dtuxGtxu ,, 




  

ここで，G はフィルタ関数である。本研究では次式に示すトップハットフィルタを用いる。 
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ここで，はグリッドスケールのフィルタサイズである（その詳細は後述する）。 

 

瞬間速度 u にフィルタが掛けられたu は GS（グリッドスケール）成分とよばれる。 

フィルタリング条件として 

uuuu   ， 
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（ただし txs , ） 

に従うと次式が得られる（密度は定数とし基準化する） 
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jijiij uuuu   

ここで ij は，フィルタリングにより新たに現れる未知数であり，SGS（サブグリッドスケ

ール，フィルタサイズ以下の渦構造）応力とよばれる。SGS の乱れによる GS の流れ場へ
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の影響は， ij を通して GS 運動方程式に組込まれる。 

jiuu は直接的に求められないことから以下のように分解する。 

jiijjijiji uuuuuuuuuu   

ここで， iii uuu  の関係に基づく。 

すると ij は以下のように表される。 

ijijijij RCL   

jijiij uuuuL   

ijjiij uuuuC   

jiij uuR   

上記各項は Leonard 項，Cross 項，Reynolds 項とよばれる。 

 

本研究では，SGS モデルに Smagorinsky モデルを採用する．本モデルでは上記 Leonard

項と Cross 項は互いに打ち消しあう効果があることから， ij は Reynolds 項のみで代表さ

れると仮定する。ここで，乱流粘性係数 SGS を導入すると ij は次のように表される． 

ijSGSijij SR  2  

  SCsSGS
2                                          

ijijSSS 2                                           
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ここで， ijS はひずみ速度テンソルである．モデル定数 sC は 0.15 とした． なお，はフィ

ルタ幅であり，一般に計算格子寸法に相当する。 
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空間の離散化精度については，移流項および拡散項に対し，２次精度中心差分法を適用

する。 

時間項については，次の３点近似の２次精度陰解法を適用する。 

 1111 ,
3

2

3

1

3

4   nnnnn ttf   

 

Smagorinsky モデルで要求される減衰関数については，Van Driest 型関数を固体境界の

隣接要素に適用する． 
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２－３ 非構造格子系の導入 

 

従来より用いられてきた構造格子系は，簡易な格子生成および差分近似の高次精度化が

可能であり，建築物の変動風圧評価においては一般座標系や境界適合格子，重合格子とい

った工夫によって多くの計算事例および研究実績が示されてきた（図 2.2 上段）。しかしな

がら，格子配列の制約が伴うため，局所的な高解像度化を行うと扁平な要素や解像度の過

剰な領域等が発生してしまうこと，また物体近傍から若干離れた領域で解像度が低下し，

建物周囲の乱流構造の再現において重量なせん断層の挙動を捉えられなくなることが懸念

される。 

これに対し，計算空間の格子分割において規則性を持たないものは非構造格子系とよば

れる（図 2.2 下段）。非構造格子系では，要素形状・配列ともに制約がなく，空間離散化の

自由度がきわめて高い。非構造格子系で用いられる要素形状の例を図 2.3 に示す。これらの

要素を用いることで物体形状を完全に保持できることから，実建物・実市街地といった複

雑形状に比較的容易に対応でき，将来的に高い実用性を期待できる。また，空間解像度の

自由度が高いことも特長のひとつであり，局所的に高い分解能が要求される領域に対して

も他の空間に影響をおよぼすことなく格子を配置できる。 

 

       

 

図 2.2 格子系の例（上段：構造格子， 下段：非構造格子） 

 

           

              テトラ ピラミッド プリズム  ヘキサ   ポリヘドラル 

        図 2.3 非構造格子系で用いられる要素形状の例 
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 本研究では，主に四面体（テトラ）要素による非構造格子系を使用する。テトラ要素は

３次元空間を構成する最小単位であり，非構造格子系においては最も単純な形態のひとつ

である。任意の物体形状（境界形状）に対して空間を離散化する事例について，構造格子

とテトラ非構造格子を比較したものを図 2.4 に示す。構造格子では，曲面や斜面を有する境

界形状に対して凹凸が現れてしまうのに対し，テトラ非構造格子ではこれら形状が完全に

維持されているとともに，物体遠方から近傍に至る解像度の変化が連続的であることがわ

かる。計算モデルとして要求される格子解像度に関して両者の総要素数を比較すると，建

物単体モデル（第３章参照）に関して構造格子系はテトラ非構造格子系の約３倍，実市街

地を対象とした複雑モデル（第６章参照）では約数十倍の格子数が課されることが予想さ

れ，特に将来的な実用性の観点からも非構造格子系が合理的であると判断される。以上よ

り，テトラ非構造格子系は，多様な形状を有する建築物・都市に対して周囲の空間を離散

化する手法として，汎用性・実用性に優れた格子形態と位置付けることができる。 

 

       

       構造格子（直交格子）  非構造格子（テトラ要素） 

        図 2.4 任意形状に対する適合性の比較 
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２－４ 格子生成手法 

 

非構造格子系の生成法としては，一般に，オートメッシャ（格子自動生成）が採用され

る。テトラ要素に対しては，オクトツリー法やデローニ法等いくつかのオートメッシュ・

アルゴリズムが存在する。本研究ではアドバンシングフロント法を採用するものとし，そ

の格子生成プロセスを以下に示す（図 2.5）。 

まず，計算空間内の密度分布を六面体群により設定する。これは八分木（octant）構造と

よばれ，空間的の六面体配列に対し，局所的により高い分解能を与える領域に対して六面

体の解像度を段階的に上げてゆく（３次元的に８つの六面体に分割してゆく）。 

オートメッシャの第一プロセスとして，まず計算空間内の各境界面上において，面に接

する六面体群の寸法に応じて２次元格子が生成される。各境界面は接する六面体の代表寸

法に対応した三角形によるポリゴン構造に変換され（一般の STL フォーマットと同様），こ

れは計算格子生成の起点となる（表面メッシュとよばれる）。第二ステップでは，それら各

表面メッシュから計算領域内部に向かって，六面体群の密度分布に応じたテトラ（四面体

の体積メッシュ）要素が生成される。第三ステップでは，建物壁面や地上面といった，固

体境界面において，境界面と平行な面を有する要素が複数層挿入される（図 2.6）。これら

は境界層要素とよばれ，本モデルのようにテトラ要素を用いる場合，要素形状としてはプ

リズム（薄い三角柱）となる。具体的には，各表面メッシュを構成する三角形から領域内

部に掃引するよう生成されるものであり，これら境界層要素によって壁面平行成分の流速

ベクトルが規定できることから計算精度の向上に寄与するものである。最終ステップでは，

計算空間内を離散化した各テトラ要素およびプリズム要素に対して平滑化が行われる。ア

スペクト比が大きいテトラ要素を排除するとともに，より等方的なテトラ（正四面体）群

となるよう各体積要素が整えられる。  

 

  

図 2.5 非構造格子の生成プロセス        図 2.6 境界層要素の挿入 
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 本計算で採用する有限体積法（FVM）では，流速および圧力の各物理量の定義点に対し，

そのまわりに形成される検査体積（コントロールヴォリューム）ごとに保存則が適用され

る。ここで生成されたテトラ非構造格子系においては，図 2.7 に示すようにテトラ節点に物

理量を配置するものとし，コントロールヴォリュームは節点まわりに多面体として形成す

る（図 2.7(a)）。ここで，同じ格子形態を有するモデルであっても，コントロールヴォリュ

ームの定義方法によって解の精度および安定性は異なる。 

コントロールヴォリューム界面は，節点間の中点，テトラを形成する各三角形の重心，

およびテトラの重心から形成される（図 2.7(b) ）。変数が配置されるテトラ節点（コントロ

ールヴォリューム中心）に対して，それに接続されるテトラ１要素につき内部に四角形の

界面が３面定義される。したがって，各コントロールヴォリュームは，当該節点に集まる

テトラの数×３面の四角形により構成され，約 60～80 の面からなる多面体となる。各界面

流速は，テトラ節点の各値から求まる中点あるいは重心の値を介して線形補間される． 

グリッドスケールのフィルタ幅  は，上記コントロールヴォリュームの体積V を用いて，

次式で定義される。 
3/1V           

 

   

      

図 2.7 コントロールヴォリューム 
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２－５ 流入境界条件 

 

LES で屋外流れを計算する際には，流入境界条件として自然風特性を模擬した時刻歴変

動風の流入境界条件が要求される。流入変動風の作成法には，準周期境界を用いる手法 1),2)

や模擬風速波形による統計的手法 3)，実験値を使用する手法 4)等，様々な方法がこれまでに

提案されている。いずれも，特定のプロファイルを有する境界層乱流場を数値的に再現す

るための手法であるが，目標値への適合方法において過大な計算量や数値的操作を要する

点や，周波数領域の再現性に関して必ずしも工学的に適用し易いものではない。本研究で

は，モデル構築の自由度に関する非構造格子系の利点を活かすとともに，建築風工学分野

での汎用性に着目し，風洞モデルによる新たな流入変動風の作成法を提案する 5)。 

本研究で流入変動風の作成に用いたモデル形状を図 2.8 に示す。本計算は，流入変動風を

作成かつ保存することを目的とするものであり，建築物等を含む主計算とは独立に（事前

に）実施される。本手法は，風洞実験時の気流作成法，すなわち風洞内に所定の気流条件

を満たす変動風速場を作成する実験的手法に倣うものであり，物理的な粗度あるいは抵抗

要素をモデル形状として組み込むことにより，数値的操作を行うことなく直接的に乱流境

界層を再現するものである。具体的には，本モデルに一様流を流入させた後，平均風速勾

配に応じて速度欠損を与えるスパイヤの他，床面上のラフネスブロック上を吹走させ，乱

流境界層を発達させる。流出境界近傍において仮想断面を設け，プロファイルを検証する

とともに，面内の全節点において時刻歴変動風速データを保存する。保存された流入変動

風データは，建物形状を含む主計算モデルの計算実施時に時刻ステップごとに参照され，

その流入境界条件として付与される。 

本手法では，モデル形状として広範囲に渡り小規模かつ多様な物体を配置するため，形

状適合性およびそれらに対する局所的な高解像度が要求され，非構造格子系の優位性を活 

 

         
図 2.8 流入変動風作成モデル 
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かすことができる。また，流入変動風を生成する上で，一般の風洞気流作成法と同様に各

抵抗要素の役割が明確であるため，目標プロファイルへのチューニングを効果的に行うこ

とができる。 

 

流入変動風作成モデルにおける計算格子は，前述の手法で生成したテトラ要素を主とす

る非構造格子系である。風洞天井付近から床面付近へ，更にスパイヤ・ラフネスブロック

近傍に向かって連続的に空間解像度を向上させた上で，固体境界においては境界層要素（プ

リズム要素）が挿入されている（図 2.9）。本モデルの格子規模は，節点数約 88 万，要素数

約 422 万である．一般にテトラ要素で構成された格子系では，節点数と要素数に約 5 倍程

度の差が生じることになる（コントロールヴォリュームの数は節点数に対応する）。本モデ

ルにおける流入境界条件は一様流（流速固定値）であり，スパイヤ通過後ラフネスブロッ

ク上を吹走させて乱流境界層を発達させる．流出境界の手前において，図 2.8 に示すように

主流方向に垂直な仮想境界を設け，プロファイルを確認後，同面内の全節点において時刻

歴変動風速を保存する。同境界面における平均風速および乱れの強さのプロファイルを図

2.10 に示す。同図には検証用の風洞実験における風洞気流のプロファイルも併せて示す。

ここで検証に用いた風洞気流は，次章に示す単体角柱モデルのためのものであり，実験値

のばらつきを考慮して３種の風洞実験（Ａ～Ｃ）で作成された気流と比較している。同図

より，計算および各実験のプロファイルは概ね一致しており，気流条件はほぼ同一である

といえる。ここで，プロファイルを確認した仮想境界位置での変動風は，建物モデルを含

む主計算において流入境界条件として与えられるため，当該建物位置よりも風上側の風速

分布に相当する（実験気流の計測位置も同様）。 

 

上流部 

下流部 

図 2.9 変動流入風作成モデルの計算格子 
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図 2.10 変動風抽出面におけるプロファイル比較 

 

 本モデルで作成・保存された流入変動風は，次章における主計算の流入境界条件として

使用される。ここで，主計算領域の流入境界面においては，その節点配置が流入変動風を

保存した仮想断面の節点配置と一致しないことから，読込み時に線形補間を行うため変動

風特性が適切に伝達されているか確認する必要がある。また主計算では流入境界から角柱

モデルに至る距離において粗度のない滑面上を吹走することになり（風洞実験でも同様），

滑面区間を吹走する際に床面近傍でその特性が変化することが想定される。その際，変化

の度合が風洞実験と対応することも計算の精度検証をする上では重要である． 

 ここでは，作成した流入変動風に対して滑面上を吹走させた際のプロファイルの変化の

様子を調べるため，予備計算として，角柱のない計算モデルを用いて検証した。図 2.11 に，

滑面上を吹走（次章の角柱幅 B に対して 8B）させた際に変化したプロファイルを示す。流

入変動風保存位置（角柱風上位置）のプロファイル（図 2.10）と比べて，床面近傍におい

て平均風速については速度回復が，乱れの強さについては減少傾向がみられ，計算は実験

と同程度のプロファイルの変化が起こることを確認した． 

       

図 2.11 滑面吹走後（角柱位置）におけるプロファイル比較 



28 
 

 

 ここで，滑面を吹走させたモデルの計算格子は，次章の角柱モデルの風上領域における

空間分解能とした。すなわち，流入変動風を作成・保存した空間分解能に比べ，流入直後

により高い解像度の領域を吹走している。角柱代表高さ H における変動風速のパワースペ

クトルについて，流入変動風保存位置と，滑面吹走後の位置とで比較したものを図 2.12 に

示す。ともにカルマン型の周波数特性を概ね模擬できている他，LES の格子サイズに応じ

て減衰する高周波数領域について若干の変化がみられる．滑面吹走モデルの解像度向上に

伴って渦のエネルギーカスケードが起こり，高周波数領域まで分布がひろがっていること

がわかる． 

 

 

 

図 2.12 変動風速のパワースペクトルの変化 

 

 

 

２－６ その他の境界条件 

 

 その他の境界条件を以下に示す。 

・流出境界 ： 圧力差０の圧力境界 

・上空境界 ： フリースリップ 

・側方境界 ： フリースリップ 

・地面境界 ： 壁関数（Werner-Wengle 型３層モデル） 

・壁面境界 ： 壁関数（Werner-Wengle 型３層モデル） 
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２－７ 第２章結論 

 

(1) 非構造格子系に基づくメッシュ生成は，物体形状の適合性および局所的な空間解像度分

布の点で効果的であり，建築物や市街地といった複雑形状への応用に期待できる。 

 

(2) LES の流入境界条件（流入変動風）の作成法として，風洞を模擬する手法を提案した。

本手法は非構造格子系を適用する上で効果的であり，生成された境界層乱流のみならず，

滑面を吹走する際の床面近傍における変化も含めて風洞気流を適切に再現できること

が確認された。 
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第３章 

３次元角柱の変動風圧評価 
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３－１ 諸言 

 

建築物の耐風設計における風荷重評価に LES を適用するためには，乱流境界層中におけ

る３次元物体まわりの時刻歴変動流れ場を精度よく求める必要がある。特に，自然風を模

擬した接近流や，建物近傍における剥離・再付着流れを形成する様々なスケールの渦構造

の再現が重要であり，それらの挙動によって特徴づけられる建物壁面の局所的な変動圧力

場に関して十分に計算精度を吟味しなければならない。 

LES による構造物の風力評価に関してはこれまでに多くの報告があるが，建築物（乱流境

界層中における３次元物体）を対象として局所的な風圧分布について検証された事例は比

較的少ない。野澤ら 1)は１：１：４角柱の風圧分布を対象としてネスティング格子を用いた

LES を実施し，局所風圧について検証を行っている。壁面正対風向における計算結果に基づ

き，一部で発生した実験値との差について，風上面の平均風圧係数および変動風圧係数に

ついては接近流の乱れのスケールの影響，背面および側面のピーク風圧係数についてはア

ンサンブル回数による影響を指摘しているが，風向および検証領域が限られており，全体

的な風圧分布が明らかでない。片岡ら 2),3)は外装材用風荷重評価を目的とし，マルチブロッ

ク型の一般座標系格子を用いて１：１：３角柱の LES を４風向について実施し，風洞実験

結果との比較により局所風圧に関する精度検証を行っている。平均風圧係数および正側ピ

ーク風圧係数については実験値と良い対応を示したものの，変動風圧係数および負側ピー

ク風圧係数についてはばらつきが大きく，角柱隅角部近傍の解像度および準周期境界に起

因する接近流の周波数特性の影響がその原因として指摘されている。 

これらはいずれも構造格子系を用いた計算事例であり，建物壁面に格子を集中させる技

術が計算精度の向上に寄与している。一方非構造格子系モデルに関しては，複雑モデルに

直接適用された事例はいくつかあるものの 4),5)，３次元角柱の風圧分布に関する計算事例は

これまでになく，変動圧力場に関する基本的な予測精度は詳細に検証されていない。非構

造格子系モデルに関する適用事例が十分でない現状においてその妥当性を示す上では，計

算モデルにより高い普遍性や一般性が求められる。すなわち，接近流や風向角の影響が物

体周囲の流れのパターンに直接的に作用するようなシンプルなモデル（形状や格子）を用

いて基本的な精度を吟味することが重要であると考えられる。  

本章では，変動圧力場に関する非構造格子系の基本性能を検証するとともにその適切な

使用法を提示する。計算対象は，高層建築物を想定した最もシンプルな例として，幅：奥

行：高さ＝１：１：３の角柱とする．計算法の妥当性を検討する上で，形状に関する複雑

さを排除するため，角柱単体での計算とする。計算格子はテトラ要素を主とする非構造格

子系である。対象とする風向は，壁面正対する 0°，対称的に斜めに入射される 45°の他，

グランシングアングルの近傍角度として 15°の計３風向とし，風向角が圧力分布に与える

影響について再現性を確認する。 
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なお，計算精度の検証にあたっては同角柱を対象とした風圧実験結果を以下のように取

り扱う。実験結果を比較対象とする際に重要なのは，実験条件と計算条件とを極力一致さ

せること，また同条件下におけるばらつきの評価である。例えば，同一条件下（同一模型）

で複数機関により実施された実験結果にばらつきが生じる事例 6)も報告されている。ここで

は計算の比較対象として，気流条件や測定点等について一致させた風洞実験結果を３種類

使用する。角柱単体のようなモデルにおいては，形状がシンプルであるが故に僅かな条件

の差によってせん断層の挙動が鋭敏に変化することが考えられる。したがって本章では，

変動風圧の予測精度に関して合理的な検証を行うために複数の実験結果との比較を行う。 
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３－２ 計算対象 

 

 本章では，高層建築物モデルとして，幅(B)：奥行(D)：高さ(H)＝１：１：３で隅角部が

直角の３次元角柱単体を採用する。前章に示した流入変動風を接近流とし，角柱まわりの

非定常流れを非構造格子系 LES で求め，壁面各所に作用する風圧分布について検討する。 

 

 

３－３ 比較用の風洞実験概要 

 

 LES の計算精度の検証には，風洞実験値を使用する。上記角柱の模型を用いた多点風圧実

験により壁面各所の変動風圧力を計測し，風圧係数の比較を実施する（図 3.1，図 3.2）。

風圧実験では図 3.3 に示す各点を風圧測定点とした（28 点／層×11 層＝計 308 点）。LES に

おいても実験模型と同じ座標で変動風圧力をサンプリングする必要があるが，計算節点座

標は実験と必ずしも一致しないため，同座標に対して周囲の変数定義点から補間して値を

得るものとする。 

 

    
図 3.1 ３次元角柱の風洞実験  図 3.2 風圧実験模型   図 3.3 測定点配置 

 

 

精度検証用の風洞実験値については，単一の結果を真値として使用せず，表 3.1 に示す３

種類の風洞実験結果を使用する。これは，特にシンプルなモデルに関して微小な条件の差

異が結果に鋭敏に反映される可能性が高く，実験同志であってもばらつきが少なからず発

生することを考慮するためである。計算精度不足で現象が捉えられていないのか，あるい

は評価上のばらつきの範囲であるのかを総合的に判断する上ではきわめて有効であるが，

既往の研究において３次元角柱の計算精度を検証する際に複数の実験値と比較された事例
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はない。 

各実験は，角柱の幅および奥行が 30m，高さ 90ｍの高層建物を対象とし，実大頂部風速

を 41.9m/s と仮定した上で，それぞれ異なる実験手法で実施している。使用風洞は実験Ａ・

Ｂと実験Ｃとで異なる。実験気流は各実験ともに地表面粗度区分Ⅲのプロファイルを目標

とし，実験Ａおよび実験Ｂでは乱流格子およびラフネスブロックで，実験Ｃではスパイヤ，

バリヤおよびラフネスブロックで作成している。角柱代表高さにおける実験風速は，実験

Ａ，Ｂ，Ｃでそれぞれ約 11.7m/s，11.3m/s，9.7m/s である。各実験気流のプロファイルを

図 3.4 に示す。同図には，これらを再現するべく生成された LES 流入変動風（第２章参照，

計算による瞬間風速場を図 3.5 に示す）の値も併せて示している。各プロファイルは角柱高

さ H の 1.5 倍の高さまで一致していることから，概ね同一の気流条件下で比較できると考

えられる。 

模型縮尺率は実験Ａおよび実験Ｃの 1/300（模型高さ 300mm）に対し，実験Ｂは 1/350

（模型高さ 257.1mm）である。実験で得られた風圧力は代表高さにおける速度圧で基準化

して風圧係数とし，各実験ごとに換算された実大１秒相当の移動平均化処理を行った上で

実大 10 分波形ごとの統計値をアンサンブル平均している．アンサンブル平均回数は，実験

Ａで４回，実験Ｂで５回，実験Ｃで７回である．各実験の位置付けは，実験Ａと実験Ｂは

模型縮尺率（模型寸法）に伴う差として，実験Ａと実験Ｃは風洞気流作成手法や測定系に

伴う差として，それぞれ同じ建築物（および風圧場）を対象としながらも結果に差を生じ

る可能性が潜在的に含まれている。なお，ここで使用する模型は各実験で異なるものであ

るが，模型壁面における風圧測定点配置（図 3.3）は同一としていることから，全ての測定

点に対して計算値と直接比較が可能である。 

 

表 3.1 風洞実験一覧 

 

 

  

実験 風洞 １：１：３角柱寸法 縮尺率

B[mm] D[mm] H[mm]

実験Ａ 風洞① 100.0 100.0 300.0 1/300
実験Ｂ 風洞① 85.7 85.7 257.1 1/350
実験Ｃ 風洞② 100.0 100.0 300.0 1/300
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   図 3.4 各実験気流のプロファイル（再掲） 

 

 

 
図 3.5 LES 流入変動風の作成 
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３－４ 計算モデルの構築 

 

角柱を含む主計算領域に関し，適切なモデル構築法を検討する。角柱に作用する変動風

圧を再現するためには，周囲の乱流構造を正しく捉える必要があり，角柱まわりの各所に

形成される様々な流れや渦構造を適切に解像する格子分解能が要求される。 

角柱周囲の乱流構造に関する概要図を図 3.6 に示す。主に，自然風の乱れを含む接近流，

角柱隅角部における流れの剥離，側方における剥離せん断層の挙動と角柱後端での干渉，

後流域における巻込やカルマン渦の放出，といった乱流場がそれぞれの領域で形成される。

計算モデルを構築する上では，各領域で発生するこれらの渦構造を解像するための十分な

格子の確保が必要となる。以上を考慮し，ここでは相対的な解像度分布を図 3.7 のよう定め

る。角柱の変動圧力場に直接影響しない上空領域を最も低解像度とし，平面的に角柱に向

かって連続的に解像度を上げ，角柱隅角部で最も高解像度となるよう格子解像度を設定す

る。ここで，構造格子系では格子配列の規則性に伴う格子配分の制約が生じるが，非構造

格子系では各要素形状の質を損なうことなく局所的に解像度を調整し，適切な解像度を確

保することが可能である。 

 

    

図 3.6 角柱周囲の乱流構造に関する概要図 

 

  

図 3.7 角柱周囲の乱流構造に対応した格子解像度分布の概要図 
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 計算モデル構築に際し，格子解像度を具体的に定めるための予備解析を実施する。パラ

メータは図 3.7 において最高解像度とする角柱隅角部の格子解像度であり，単体角柱に作用

する風圧の再現精度すなわち実験値との相関が，格子解像度によってどのように変化する

かを調べる。風荷重評価への適用性の観点から局所的な風圧変動に着目し，平均値・変動

値（標準偏差）それぞれについて，全壁面 308 点の多点風圧計測結果（３－３）と比較す

る。特に変動成分については，角柱周囲における乱流構造の動的な効果が影響することか

ら，現象の再現性において格子解像度に鋭敏であることが想定される。 

計算条件を以下に示す。計算領域規模は，角柱代表幅 B として，幅 20B，奥行き 30B，

高さ 15B とした。流入境界には前述の流入変動風を与え，流入境界から 8B の距離に角柱

モデルを配置した。レイノルズ数 Re は 7×104 で実験と概ね一致している。無次元時間刻

みΔt’ (=ΔtUH/B)は 0.03 であり，計算風向は角柱正対風向（0°）である。計算において，

風洞実験同様の測定点で変動圧力をサンプリングし，流入風速に基づく速度圧で基準化す

ることにより風圧係数を求める。格子生成に関しては前章に示した手法に準拠するものと

し，最も低解像度のケースは隅角部で B/16，高解像度のケースは B/64 である。図 3.8 は高

解像度ケースの計算結果に基づく風速・圧力の瞬間場である。ここでは解像度を４段階に

変化させ，各モデルの平均風圧係数・変動風圧係数に対して実験値と比較した結果を図 3.9

に示す。最も低解像度のケースでは，計算が発散し解を得ることができなかった（本ケー

スは RANS モデルによる定常計算用の解像度を目安としている）。B/32 のケースでは解が

得られたものの，特に変動値においてばらつきが大きい。解像度を上げるにしたがい計算

値と実験値の相関が高まる様子が同図から確認され，隅角部を B/64 とした高解像度ケース

は平均風圧係数・変動風圧係数ともに良好な対応がみられる。 

 

        
図 3.8 角柱周囲の瞬間流れ場（ベクトル分布）と瞬間圧力場（負圧等値面） 
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図 3.9 格子解像度に関する感度解析結果 

 

 

 

以上の結果を踏まえ，３次元角柱の変動風圧を求めるための計算モデル構築法を以下の

ように定める。まず，空間解像度の設定に用いた立方体群の断面を図 3.10 に示す。最も解

像度の低い領域は上空領域（立方体代表寸法=B）であり，これを第一領域とする。そこか

ら段階的に角柱に向かって分解能を上げてゆく。第二領域は床から 6.5B の高さの範囲であ

り，立方体代表寸法=B /2 となる。第一および第二領域の分解能は，流入変動風作成モデル

の抽出断面における分解能に対応している。第三領域は，幅 10B の範囲において流入面か

ら角柱後流領域に至る 20B の範囲とし，立方体代表寸法=B /4 となる。変動流入風は流入

直後から解像度が向上するため，渦のエネルギーカスケードが起こり，より高い周波数領

域まで分解されてゆくことが想定される。第四領域以降は，角柱によって生成される様々

な渦構造を解像することを目的として設定した。すなわち，流れの剥離・再付着による渦

生成やせん断層の挙動，また後流における渦干渉や渦列を考慮し，特に側方・後方に対し

て広い範囲で十分な分解能を確保できるよう留意した。最も解像度の高い第七領域は角柱

隅角部であり，立方体代表寸法=B /64 である。生成された格子系の水平断面図および鉛直

断面図を図 3.11 に示す．空間解像度の境界近傍においても概ね連続的に要素が配置されて

おり，明確な不連続面や要素の質の低下はみられない。 
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図 3.10 格子解像度の設定 
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水平断面 

 

鉛直断面 

 

図 3.11 角柱計算モデルの非構造格子 
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本章では，計算風向として，壁面正対する 0°，対称的に斜めに入射される 45°の他，

グランシングアングルの近傍角度として 15°の計３ケースについて検証する。計算モデル

は各風向ごとに独立に作成する。その際，空間解像度を設定するにあたり，第一～第五領

域については各風向で共通とし，第六および第七領域については角柱壁面の角度に沿うよ

う作成した（図 3.12）。各風向ケースともに固体境界には境界層要素としてプリズム要素が

挿入されており，角柱壁面および床面の表面メッシュを基準として要素が生成されている。

ここでは，角柱壁面に対して厚さ 1/250B の要素を，床面（角柱近傍）に対して厚さ 1/100B

の要素を，床面（角柱遠方）に対して厚さ 1/50B の要素を，それぞれ計算領域内側に向か

って 1.1 倍のストレッチで３層設けている。本モデルのメッシュ数は風向によって若干異な

り，要素数で約 330 万～360 万，節点数で約 66 万～72 万である． 

 計算条件については，レイノルズ数 Re は 7×104 で実験と概ね一致している。無次元時

間刻みΔt’ (=ΔtUH/B)は 0.03 である。 

 

  

図 3.12 計算格子の拡大図（風向変化） 
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３－５ 計算結果 

 

 以上の手法で実施された計算結果について，３－３に示した各風洞実験結果と比較する

ことにより，角柱表面の変動風圧力に対する計算精度を検証する。計算結果の処理につい

ては実験と同様とし，本計算では実大 10 分波形×5 波によるアンサンブル平均を行ってい

る。 

 

３－５－１ 全測定点に関する実験値と計算値の相関 

 図 3.13 は，実験における全ての風圧測定点（308 点）について，平均風圧係数，変動風

圧係数，正圧側ピーク風圧係数，負圧側ピーク風圧係数の，実験値と計算値の相関図を示

したものである。各図は，本研究で比較対象とした３種の実験値それぞれとの相関を併記

している。各図によりその分布傾向には差がみられるが，全体的には高い相関が示されて

おり概ね実験との対応はよいと判断される。同じ１：１：３角柱モデルを対象とした既往

の報告 2),3)と比較すると本結果はより良い対応を示している。その理由として，変動流入風

の作成に風洞モデルを用いたことで接近流の周波数特性に改善がみられた点，また，角柱

周囲の空間解像度について特に壁面から若干離れた領域で比較的高い解像度が維持されて

いるために剥離せん断層の挙動をより正しく捉えられているものと判断される（図 3.14）。

各図の分布傾向に関し，風向に対しては特に顕著な差はみられず，各風向でそれぞれに生

じる流れの現象に対して本計算手法が有効であることがわかる。各風圧係数については，

平均風圧係数は約 10％，変動風圧係数は約 20％，正圧側ピーク風圧係数は約 20％，負圧側

ピーク風圧係数は約 30％の範囲に大部分の点が含まれている。変動成分については実験値

間においてもわずかに差がみられており，計算値との相関は比較対象とする実験によって

も若干異なっている。 
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風向０° 

 

風向１５° 

 

風向４５° 

図 3.13 実験値と計算値の相関図 

 

   

図 3.14 計算結果に基づく瞬間流れ場 

平均風圧係数     変動風圧係数   正圧側ﾋﾟｰｸ風圧係数 負圧側ﾋﾟｰｸ風圧係数 

平均風圧係数     変動風圧係数   正圧側ﾋﾟｰｸ風圧係数 負圧側ﾋﾟｰｸ風圧係数 

平均風圧係数     変動風圧係数   正圧側ﾋﾟｰｸ風圧係数 負圧側ﾋﾟｰｸ風圧係数 
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３－５－２ 風圧係数の空間分布に関する実験値と計算値の比較 

 

 風圧係数の空間分布について計算値と実験値とを比較したものを図 3.15 に示す．本図は

各風向および風圧係数ごとに２つの分布図で構成されており，上段は高さ 0.72H における

水平断面分布，下段は高さ 0.25H における水平断面分布である。同図より，風圧係数の全

体的な分布性状は概ね一致しており，角柱まわりに形成される変動圧力場が計算でほぼ再

現できているものと評価できる。しかしながら，空間ごとに細部を検証すると，部位や風

向によって計算値と実験値の間に若干差がある領域がみられる。具体的に挙げると，まず

負圧場に関しては，風向 0°側面（x/B =1～2，3～4）における変動風圧係数および負圧側

ピーク風圧係数，風向 15°側面（x/B =1～2）における変動風圧係数および負圧側ピーク風

圧係数において各値に差がみられるが，これらはいずれも剥離直後の渦生成に伴う局所的

な負圧領域で生じている。他の負圧領域については概ね一致しており，顕著な差はみられ

ない。また，正圧場に関しては，風向 0°風上面（x/B =0～1）における正圧側ピーク風圧

係数および高さ 0.25H の変動風圧係数，風向 45°風上面（x/B =0～2）における変動風圧係

数および正圧側ピーク風圧係数において各値に差がみられ，これらは接近流が直接作用す

る面に相当する。 

上記の各部位においては，計算値と実験値に差が生じているだけでなく，ほとんどの場

合，実験値の間でもその絶対値に差がみられる。各実験値における絶対値の差については，

変動風圧係数で最大 0.05 程度，正圧側ピーク風圧係数で最大 0.3 程度，負圧側ピーク風圧

係数で最大 0.5 程度である。実験値間の差をばらつきとした場合，計算値は概ね各ばらつ

きの範囲内にあるか，あるいは絶対値に対して包絡する形となっている。これらの原因に

ついては，計測精度やアンサンブル回数による評価上のばらつきによるものや，わずかな

条件の違いに起因する流れ場の物理的な差によるもの等が考えられる。例えば，風向 0°側

面の変動風圧係数については，x/B =1～2 の領域と x/B =3～4 の領域は対称形であるものの

実験値の分布に差が表れていることから，実験における計測・評価上のばらつきと判断さ

れる。また風向 15°側面（x/B =1～2）高さ 0.72H の変動風圧係数についてはピーク位置の

空間的なずれがみられることから，風向角に微小な差が生じている可能性があり，これは

同風向のピーク風圧の形成に影響を与えていることも考えられる。正圧場に関しては，接

近流の特性が一致していれば変動成分も含めて一致するはずであるが，本結果から考察す

ると，その一致度と結果における差異の発生との関係を吟味する必要がある。図 3.4 に示

した気流のプロファイルのわずかな差以外に，自然風を模擬する手法自体に起因する乱流

構造の差が潜在的に含まれる可能性が考えられる。すなわち，風洞気流は一般に，スパイ

ヤや乱流格子，バリヤ，ラフネスブロックといった物理的な抵抗要素で強制的に勾配流を

生成するものであり，完全に平衡な境界層乱流場を形成するものではない。本研究の計算

に使用した変動流入風の作成手法においても同様である。したがって，計算と実験の両者，
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さらには実験同志であっても，接近流の乱流構造を厳密に一致させることは平衡性の成立

が十分でないため困難であり，それらの差が風上領域の変動風圧場の差として現れている

可能性が推察される。また，その乱流構造の差は，角柱周囲の剥離せん断層の挙動にも影

響を及ぼすことが考えられ，側面の負圧場に関するばらつきや，非対称性の原因となって

いるものと推定される。 
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図 3.15 風圧係数の空間分布に関する実験値と計算値の比較 

   （上段：高さ 0.72H，  下段：高さ 0.25H） 
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３－６ 第３章結論 

 

 非構造格子系 LES の基本的な精度検証を目的として３次元角柱の計算を行い，壁面にお

ける変動風圧力を評価した。適切なモデル構築法を定めるとともに，別途実施された複数

の風洞実験結果との比較により計算精度を検証し，以下の結論を得た。 

 

(1) ３次元角柱の変動風圧を精度よく求めるためのモデル構築法を定めるため，格子解像度

に関する感度解析を行った。角柱遠方から隅角部に向かって連続的に格子解像度を向上

させるものとし，隅角部で B/64 の格子解像度が必要である。 

 

(2) 角柱壁面 308 点における風圧係数について，計算値と実験値との相関を調べたところ，

全体的に高い相関を得た。変動成分については実験値間でも若干の差があるが，ピーク

値を含めて計算値は実験値と良く対応し，本計算手法の有効性が示された。 

 

(3) 風圧係数の空間分布について実験値と計算値を比較したところ，計算値は全体的にその

分布性状を再現できており，また流れ場から特徴づけられる風圧分布も十分な精度を有

することから，各風向で角柱まわりに形成される変動流れ場についても本計算手法が妥

当であるものと推定される。局所的に計算値と実験値に差が生ずる領域においては，実

験値においてもその絶対値に差を生じる傾向があるが，計算結果は概ね実験のばらつき

の範囲内あるいは絶対値を包絡する形となった。 

 

(4) 精度検証用の３種の風洞実験結果について，モデル形状および測定点配置の他，接近流

（主流方向成分）のプロファイルに関する条件を概ね一致させたにも関わらず，部位に

よっては実験値の間に差が生じることがわかった。シンプルなモデルの場合，変動風圧

特性は接近流や物体自体の剥離流の影響を鋭敏に受けやすいため，計測・評価上のばら

つきの他，接近流に関する上記以外の乱流特性，またそれによる剥離せん断層への作用

等，多様な原因が考えられる。したがって，単純形状のモデルに対して計算精度を吟味

する上では，複数の実験値に基づき部位に応じたばらつきを考慮して検証することが望

ましい。 

 

(5) 流入変動風の再現性と物体周囲の適切な格子分解能は，変動風圧場の計算に必須である

ことが確認された。本章で示した非構造格子系 LES の計算モデル構築法および計算手法

は両者に対して有効であり，シンプルなモデルに対して適切な結果が得られることが示

された． 
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第４章 

高層建築物の変動風圧に対する 

周辺建築物の影響 
  



52 
 

 

４－１ 緒言 

 

近年，都市部を中心として高層建築物が高密度に計画・建設される事例が増えており，

建築物の耐風設計に際して周辺建物の影響を考慮する重要性が高まっている。高層建築物

の設計用風荷重を評価する上で，特に風上側に同規模の建築物が存在する場合には，単独

に建つ場合に比べて空力特性や応答特性が大きく変化することが既往の研究からも明らか

にされており，Bailey ら 1)，谷池ら 2),3)をはじめとして実験的研究に基づく多くの成果が報

告されている。近年においては，主に外装材の設計用風荷重評価を目的とした実験事例も

みられ，複雑に分布する局所的な風圧変動特性も示されるようになった。 

寺崎・中村 4)は高層建築物のピーク外圧に着目し，多数の風圧実験に基づいて風上側建物

の影響を明らかにしている。特に，ピーク外圧の発生位置を明示している点，また風上建

物規模や相対角度の影響について述べている点が特徴であるとともに，建物壁面の領域ご

とに最大値が示されていることから設計資料として有益である。同文献では，高層建物上

端部において顕著に大きいピーク外圧（負圧）が発生することが明らかにされている。ピ

ーク外圧の増加現象は，外装材の耐風設計上極めて重要であり，風荷重評価において適切

に考慮されなければならない。しかしながら，風洞実験では外圧変動に関与する流れ場を

精度よく計測するのは困難であるために，ピーク外圧を増加させる流れのメカニズムにつ

いては吟味されていない。 

 一方，LES による風荷重評価に関し，周辺建物の影響を扱った計算事例では，小野ら 5)

が近接する２棟の実建物形状を対象として構造格子（重合格子）を用いた計算結果を報告

しており，空気力係数について良好な計算精度が確認されている。しかしながら，一般座

標系の制約に伴って特殊な境界処理が施されており，計算モデル構築法としては汎用的で

ないと考えられる。 

 

周辺建物の影響を受ける高層建築物を対象とした LES においては，計算モデルを適切に

構築することが重要となる。すなわち，複数の建物モデルに対する形状再現性を確保しつ

つ，各建物周囲で発生する複雑な乱流場を十分に解像できるような適切な格子配置が求め

られる。 

前章では，３次元角柱に作用する変動風圧を LES で求め，複数の実験値との比較に基づ

きその計算精度を検証するとともに非構造格子の有効性を示した。ここで使用されたテト

ラ要素による非構造格子系は，モデル構築における自由度の高さ故に上記の課題を解決で

き，複雑モデルに対しても効果的に精度のよい解を得られると考えられる。 

本章では，風上建物の影響を受ける高層建物の変動風圧を対象として，非構造格子系 LES

を実施する。特に実務的な観点から，モデルの複雑さに起因して設計用風圧力が増加する

ケースを重要と捉え，ピーク外圧が顕著に増加する事象を対象として本計算法の妥当性を
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吟味する。まず，適切な計算モデル構築を目的とし，建物間の格子解像度に着目してその

影響を調べる。次に，風上建物によって顕著にピーク外圧が増加する事例２ケースを対象

として非構造格子系 LES を実施し，実験値との比較により計算精度を検証する。さらに計

算結果を用いて流れの可視化を行い，ピーク外圧の増加メカニズムを流れ場に関連づけて

考察する。最後に，建物形状によるピーク外圧の低減効果について検討する。 
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４－２ 風洞実験におけるピーク外圧の増加事例 

 

４－２－１ 建物モデル 

 本研究対象の高層建物モデルは，幅(B)：奥行(D)：高さ(H)＝１：１：４の３次元角柱２

棟とする。風上側建物を隣接建物とし，変動風圧を求める対象建物は風下側建物とする。

風下側建物の建物寸法は B=D=50m，H=200m を想定し，頂部設計風速は UH=49.1m/s とした。

風上側建物については，風下側建物と同規模の場合および 1.5B×1.5D×1.5H の場合の計２

ケースとした。 

４－２－２ 風洞実験概要  

本研究で行う非構造格子系 LES の精度検証を目的として，寺崎ら 4)による風洞実験を参照

する。本実験は，上記の高層建物モデルに関して模型縮尺率 1/500 とした多点風圧実験で

ある。実験写真を図 4.1 に，風圧測定点配置を図 4.2 に示す。実験気流は地表面粗度区分

Ⅲとし，実験風速は 11.5m/s である。実験では，対象建物の風上側に隣接建物モデルが一

棟配置され，建物寸法，建物間距離，実験風向等をパラメータとして対象建物壁面におけ

る変動風圧（476 点）が計測された。計測された変動風圧力は，代表高さ H における基準速

度圧を用いて風圧係数に変換され，実大 1 秒相当の移動平均化処理が施された上で実大 10

分間波形ごとの風圧係数に対して６回のアンサンブル平均によって各種風圧係数が求めら

れている。 

実験結果より，図 4.3 に示す２ケースにおいて対象建物の側面端部（最上測定層）で非

常に強い負圧側ピーク外圧係数の発生が確認された。一方は，風上側建物が対象建物と同

規模で建物間距離 (x,y)=(2B,2B)の条件であり，これをケースＡとする。他方は，風上

側建物が対象建物の 1.5 倍の寸法を有し，建物間距離 (x,y)=(1.5B,3B)の条件であり，

これをケースＢとする。両ケースともに，風向角は壁面正対方向から 25°であり，負圧側

ピーク外圧係数として-4.2 を超える。これは，同建物モデル単体時における実験結果の約

1.6 倍に相当するとともに，設計値として各種規基準に示されている値（-3.0）よりも大き

いことから，耐風設計上考慮すべき現象である。本章ではまず，これらのケースを対象と

して非構造格子系 LES の再現性を検証する。  
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    [mm] 

図 4.1 風洞実験           図 4.2 風圧測定点 

 

 
        case-A               case-B 

    図 4.3  強いピーク負圧が発生した実験条件 

 

  

風上 

建物 

対象 

建物 
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４－３ 解析手法 

 

４－３－１ 乱流解析手法 

解析法は第２章に準拠するものとする。計算格子は前章同様のテトラ要素を主とする非

構造格子系である。 

 

４－３－２ 流入変動風 

 流入境界条件として要求される流入変動風は，図 4.4 に示すモデルを用いて作成した。

本計算は，第２章同様，モデル形状として設置されたスパイヤおよびラフネスブロックに

より境界層乱流を発達させ，流出境界近傍の仮想断面における全節点で時刻歴変動風速を

保存するものである。本手法により作成された流入変動風のプロファイル（平均風速およ

び乱れの強さの高さ方向分布）を図 4.5 に，パワースペクトル密度を図 4.6 に示す。各図

には精度検証用の風洞実験における風洞気流の値も併せて示す。各図より，計算および実

験の気流条件は概ね同一であるといえる。 

 

 

 
図 4.4 流入変動風作成モデル 

 

 

 

  

図 4.5 流入変動風のプロファイル    図 4.6 流入変動風のﾊﾟﾜｰｽﾍﾟｸﾄﾙ 
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４－４ 角柱２棟を対象とする非構造格子系 LES 

 

４－４－１ 計算領域 

４－２に示すケースＡおよびケースＢを対象として非構造格子系 LES を実施する。解析

領域（ケースＡ）を図 4.7 に示す。領域規模は，幅 20B，奥行 30B，高さ 15B である。流入

境界から対象建物までの距離は 8B，風上建物までの距離は 5.4B である。流入境界面には，

前節に示す変動流入風を時間刻みごとに与える。建物モデルは主流方向に対して 25°の角

度を有するとともに，各ケースの実験条件と一致するよう作成・配置する。 

 

 

 

図 4.7 計算領域  
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４－４－２ 計算モデルの構築  

 計算対象が建物モデル単体の場合，一般的な計算格子の作成法として，遠方から建物表

面に向けて格子解像度を上げ，特に剥離点となる隅角部近傍で高解像度となるよう配慮さ

れる。一方，モデルに周辺建物が存在する場合には，周辺建物近傍において比較的低い解

像度を割り当てることで計算の効率化が図られることが多い。しかしながら，周辺建物を

含むモデルにおける計算格子の影響については未だ明らかにされておらず，適切な解を得

るための計算モデル構築法を検討する必要がある。特に本研究対象のように，風上側に位

置する建築物が直接的に対象建物に影響をおよぼすことが想定される場合には，建物間の

空間における解像度が重要となることが考えられる。ここではまず，ケースＡを対象とし

て特に建物間の格子解像度の影響について調べ，周辺建物の影響を適切に評価するための

モデル構築法を示す。図 4.8 は，建物間において格子解像度の異なる２種類の計算モデル

を示している。格子の生成手法は第２章同様であり，各領域ごとに与えられたセルの基準

寸法に準じて表面メッシュから内部にテトラ要素が自動生成されるものである。両モデル

とも，風下側の対象建物モデル周囲については適切に考慮されており，第３章の角柱（単

体）の事例に準拠した解像度で構成されている（隅角部のテトラ基準寸法 B/64，壁面上境

界層要素はプリズム厚 B /250×３層）。風上側の建物モデルについては，風下側の対象建物

より若干解像度が低いものの，その表面上では両モデルで同様の解像度が与えられている

（テトラ基準寸法 B/32，境界層要素厚 B /167×３層）。図 4.8 (a)のモデルの位置づけは，

風下側の対象建物にのみ適切な格子を配置し，風上側建物はその形状再現のみ考慮した場

合に相当する。一方，図 4.8 (b)のモデルでは，風上側建物の周囲においても空間的に十分

な範囲で流れ場を解像するとともに，風下建物隅角部のピーク外圧発生に関与する流れを

考慮し，建物間の空間における乱流構造を十分に捉えられるよう格子解像度が確保されて

いる（基準寸法 B/32）。両モデルにおいて建物間の空間における格子解像度の差は，テトラ

要素の基準寸法で約８倍である。  

 これらの計算モデルによる計算結果として，図 4.9 に瞬間渦度の水平分布を示す。風下

側の対象建物周囲においては同様の格子解像度であるために概ね等しく乱流構造が解像さ

れているが，一方，建物間の空間においては格子解像度による差が顕著に現れており，風

上側建物からの剥離せん断層が風下の対象建物隅角部に作用する過程においてモデル(b)

では十分に細かい乱流構造として再現されている。図 4.10 は，建物間の中点における変動

風速の各 u,v 成分（図 4.8 (a)参照）のパワースペクトルを比較したものである。当該領域

において低解像度のモデル(a)は，格子幅に基づくフィルタリング効果により高周波数域に

おいて大きく減衰し，特に v 成分についてはエネルギーピークが捉えられていない。図 4.11

は，風下側の対象建物の上端部においてピーク負圧が増加する点の外圧係数に関するパワ

ースペクトルを実験値と比較したものである。高解像度のモデル(b)は，高周波数域に至る

まで実験値をよく再現しており，外圧変動を決定づける渦構造を精度よく予測しているこ

とが確認できる。当該位置は両モデルともに高解像度領域に含まれているため，モデル(a)
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においても高周波数成分に若干の回復傾向がみられるものの，実験値との比較から周波数

特性の再現性は十分でない。  

以上より，当該モデルに関して適切な計算モデル構築を行うためには，対象建物のみな

らず周辺建物に起因する流れの影響を考慮して格子解像度を定める必要がある。特に非構

造格子系を用いる場合は，モデル構築の自由度が高い反面，物体形状の再現性にのみ着目 

すると空間的な格子解像度が不足することが危惧されるため，再現すべき流れのパターン

を十分に考慮して格子を生成するよう配慮が必要である。 

本章では，ケースＡに対して図 4.8 (b)に示した計算モデルを採用する。ケースＡの格子

全体図（水平断面）を図 4.12 に，対象建物の表面メッシュ（ケース A・B 共通）を図 4.13

に示す。ケース B の計算格子については，上記の知見を踏まえ，風上側建物周囲において

も空間的に十分な解像度を保持させるとともに，風上側建物からの剥離せん断層が対象建

物隅角部に作用する領域を考慮し，建物間で同様の格子解像度とした（図 4.14）。本モデル

の総要素数は，ケースＡで約 740 万，ケースＢで約 810 万である。 

 

  

  (a)建物間低解像度       (b)建物間高解像度 

             図 4.8 計算格子  

 

  

  (a)建物間低解像度       (b)建物間高解像度 

       図 4.9 瞬間渦度分布 

 

v 
u 
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図 4.10 変動風速のパワースペクトル 

 

 

 

 

図 4.11 風圧係数のパワースペクトル 
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図 4.12 計算格子（case-A） 

 

 

  

図 4.13 表面メッシュ                図 4.14 計算格子（case-B） 
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４－４－３ 計算結果 

 前節に示した計算モデルによる非構造格子系 LES の結果について風洞実験結果との比較

を行う。計算結果の処理については風洞実験と同様とし，変動風圧波形に対して実大 1 秒

相当の移動平均を施し，実大 10 分間相当の波形ごとに各種外圧係数を求めてアンサンブル

平均を行った。アンサンブル平均回数は，実験・計算ともに６回である。ここで，計算結

果から外圧係数を算定する際の速度圧は，流入変動風の対象建物代表高さ H における平均

風速から求めた。 

図 4.15 は，対象建物側面において非常に強いピーク負圧が発生した測定高さ（0.975H）お

よび中間高さ近傍（0.525H）の水平断面における平均外圧係数およびピーク外圧係数（正

側および負側）の分布を示している。実験値と計算値を比較すると，まず強い負圧側ピー

ク外圧係数が計測された点（z=0.975H, x/B=4 付近）については，ケースＡで実験値-4.21

に対して計算値-4.21，ケースＢで実験値-4.29 に対して計算値-4.42 であり，本研究で着目

している局所的な圧力現象が良好な精度で再現されている。一方，他の領域における外圧

分布については，定性的にみれば実験値と計算値で概ね同様の分布形状となっているもの

の，定量的には最大で約 40％程度ピーク外圧係数に差がみられ，各種条件が同様でありな

がら前章の単体角柱の事例と比較してその差が若干大きい。前章においては複数の実験値

との比較に基づき計測・評価上のばらつきや接近流特性の影響について述べたが，本モデ

ルにおいては対象建物に対する接近流自体に風上建物の影響が含まれるために，現象のば

らつきや計測・評価誤差が蓄積されていることが要因として考えられる。図 4.16 は，風向

25°におけるケースＡと単独角柱（風下建物のみ）の実験値について，各 10 分波形におけ

るピーク外圧係数のばらつきを示したものである。風上建物の影響を受けるケースＡでは，

特に絶対値の大きい領域（風上面の正圧側ピーク値，側面・背面の負圧側ピーク値）でそ

のばらつき幅が単独角柱よりも大きく，対象建物まわりの圧力場の非定常性が強められて

いることが想定される。さらに，ばらつき幅の大きい数箇所について 10 分間ピーク値の時

刻歴を図 4.17 に示す。同図より，単独角柱に比べて本モデルでは実験・計算ともにばらつ

き幅が大きいことがわかる。計算値のばらつき傾向については，まず強いピーク負圧の点

（x/B=3.95）ではばらつき幅が実験値とほぼ一致しており，個々のピーク現象も良好に予

測されていることが確認できる。他の部位では，実験値のばらつき幅に対し計算値の多く

がその近傍に分布するためピーク現象は概ね再現されていると推測されるものの，部位に

より顕著に絶対値が大きいピーク値の発生が確認される場合がある。これは結果的にアン

サンブル平均値（図 4.15）を絶対値で大きく評価する要因となっているが，現象としての

発生可能性については評価が困難であり，実験も含めたピーク評価法の課題であると考え

られる。  
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（１）ケース A 

 

（２）ケース B 

 

 

図 4.15 外圧係数の水平分布 
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図 4.16 ピーク外圧係数（実験値）のばらつき 

 

 

 

 

 

 

図 4.17 ピーク外圧係数の時刻歴変化 
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図 4.18 は，ケース A において強いピーク負圧の発生点を含む側面を対象とした各外圧係

数の面分布であり，実験値と計算値を併せて示している。同図より，当該壁面の各外圧係

数について，実験値と計算値は同様の分布傾向を示していることがわかる。分布特性とし

ては，平均外圧係数・変動外圧係数ともに隅角部の限られた領域で負圧が強められている

こと，また本研究で着目しているピーク負圧の極端な増加現象は上端部のごく僅かな領域

でのみ発生していることが確認できる。 

以上の検証結果より，本計算結果に基づく外圧分布は，部分的な実験値との誤差やばら

つきについて一部課題が残るものの，実験値の傾向を概ね十分な精度で捉えられており，

本事象のような特殊な圧力場に対して本計算法および計算モデルは妥当であると判断され

る。 

 

 

図 4.18 外圧係数の面分布（case-A） 
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４－４－４ ピーク外圧の増加現象に関する考察 

 

 建物表面における外圧分布がその周囲の流れ場から特徴づけられることを考慮すると，

本計算結果は対象建物まわりの非定常流れを十分に再現していると判断される。ここでは，

計算結果に基づいて建物モデル周囲の流れを可視化し，ピーク負圧の増加現象と関連づけ

て考察する。  

 

（１）条件付き平均流れ場 

 対象建物の側面上端部におけるピーク負圧の発生現象を調べることを目的として，条件

付き平均流れ場を求める。サンプリング条件はケースＡ・Ｂ共通とし，ピーク負圧の発生

点における外圧係数の瞬間値で-4.0 以下とした（図 4.15 に示した負圧側ピーク外圧係数の

約 95％に相当する）。図 4.19 に，ケース A のピーク負圧発生点における外圧係数の 10 分

間波形（1 サンプル）およびサンプリングレベルを示す。同図より，強いピーク負圧は間欠

的に生じていることがわかる。各ケースそれぞれについて，非定常計算結果の中から条件

に一致する瞬間流れ場のみ抽出し，それらを平均化することで，ピーク負圧の発生現象に

関与する流れ場をより明瞭に検証できる。 

 

図 4.20 および図 4.21 は，ケースＡ・Ｂそれぞれについて条件付き平均流れ場を可視化

したものである。各図において，(a)は最上層高さ（0.975H）すなわちピーク負圧発生高さ，

(b)は中間高さ近傍（0.525H）の水平断面であり，右図は対象建物隅角部の拡大図を示して

いる。 

 図 4.20 (a)より，ケースＡ（0.975H）では風上建物隅角部からの剥離せん断層が対象建

物隅角部に向かって伸びており，対象建物側面に沿うよう流下する流れ場がみられる。こ

の時，対象建物の隅角部においてきわめて局所的に剥離・再付着が起こり，微細な渦構造

が現れている。この領域はピーク負圧発生位置に対応していることから，当該現象に関与

する渦構造であると考えられる。 

 一方，図 4.20 (b)（ケースＡ,0.525H）では，風上建物の後流域に大きいスケールの渦構

造が現れるとともに，流れが建物間で強く拘束されているため，剥離せん断層は大きく蛇

行している。対象建物からの剥離流れは風上建物後流域に強く巻き込まれ，対象建物側面

の渦構造は壁面から離れた位置に存在している。 

 ケースＢ（図 4.21）については，(a) (b)それぞれの高さにおいて比較的類似した流れ場が

形成されている。すなわち，風上建物後流域には明瞭な渦構造が形成されるとともに，風

上建物からの剥離せん断層は風下の対象建物側面を沿うよう流れている。対象建物隅角部

では，図 4.20 (a)と同様に局所的な渦構造が現れるが，図 4.21 (b)に示される渦構造は，図

4.21 (a)のものよりも再付着点が風下側に移動していることから引き延ばされた形状として

現れている。これは，風上建物からの剥離せん断層の位置が各高さでわずかに異なってい
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るためであると推察される。すなわち，ケースＡの場合と同様に，図 4.21 (b)でも流れの拘

束による巻き込みが若干生じるが，ケースＢの建物配置はケースＡに比べて，風向に対し

て建物間の抵抗が比較的少ないために強い巻き込みは起こらず，側面において再付着によ

る渦構造が形成されると考えられる。 

 

 
図 4.19 外圧係数の時刻歴波形およびサンプリング条件 
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                (a) z=0.975H 

  

                (b) z=0.525H  

 

図 4.20 条件付き平均流れ場（case-A） 

ピーク負圧 

発生位置 
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               (a) z=0.975H 

  

               (b) z=0.525H  

 

図 4.21 条件付き平均流れ場（case-B） 

ピーク負圧 

発生位置 
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（２）負圧場の空間分布 

 前項に示した条件付き平均流れ場の計算結果を用いて，負圧場の空間分布を調べる。図

4.22 は，対象建物の表面近傍における風圧係数が-1.0, -1.5, -2.0, -3.0 に相当する圧力等値

面を示している。各ケースともに側面上端部を起点とした強い負圧領域が確認され，円錐

渦が形成されていることがわかる（当該領域にはピーク負圧発生位置が含まれている）。風

圧係数-2.0 以上の等値面においてはケースによる違いが顕著に現れており，ケースＡでは渦

構造が壁面から離れているのに対し，ケースＢでは壁面に付着するよう分布している。こ

れは，前項で流れ場を示したように，建物間における流れの巻き込みの強さに起因して，

対象建物からの剥離渦の位置が両ケースで異なるためである。結果的にケース B では，比

較的強い負圧領域が下方まで広がるものとなる。これは，外圧係数の水平分布特性として

図 4.15(2)（0.525H，x/B=4 付近）からも確認できる。 

 ３次元角柱の側面上端部における円錐渦の形成については，既往の研究においても小野

ら 11)が一般座標を用いた LES で明らかにしている。単独角柱（アスペクト比４）のピーク

負圧を考察するものであるため本研究対象とモデルは異なるが，条件付き平均流れの計算

に基づきグランシングアングル（風向 15°）で同様の円錐渦構造が角柱上端部に発生する

ことが示されている。本章における接近流の風向角は 25°であるが，対象建物に作用する

風向は風上建物からの剥離流れの影響を受けていること（図 4.23 に時間平均流線を示す），

また同文献における円錐渦の発生機構に関して風向変動の関与が示されていることを考慮

すると，本対象建物モデルにおいて形成される円錐渦は単独角柱で起こる現象と類似して

いる可能性がある。ここでは，角柱上端部の円錐渦発生に関する現象を比較するため，単

独角柱（アスペクト比４）の計算結果についても検証する。図 4.24 に単独角柱を対象とす

る計算モデルを示す。接近流は 4-3-2 に示した変動流入風を使用し，風向は 15°とした。 

 本モデルを用いて非定常計算を行い，角柱の変動外圧を求めたところ，側面上端部に同

様のピーク負圧が発生することが確認された（図 4.25）。ケース A・B と同様の分析手法で

負圧側ピーク外圧係数の統計値を算定したところ，当該部位において-3.01 であった。これ

に対し，外圧係数の瞬間値で 95％に相当する-2.86 以下の条件を課して条件付き平均場を求

める。図 4.26 は，図 4.22 同様に可視化した圧力等値面である。図 4.22 と比較すると，風

圧係数-3.0 に相当する等値面はほとんど現れておらず，全体的に弱い負圧場となっている。

ただし，側面上端部を起点とする負圧分布形状より，同様の円錐渦が形成されていること

がわかる。したがって，本対象のケース A・B と単独角柱ケースとは，風向角は異なるもの

の，同様の位置において円錐渦が形成され局所的にピーク負圧が強められる点で類似性が

確認された。 
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図 4.22 負圧等値面 

 

 

       

 

図 4.23 平均流れ場に基づく流線 
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図 4.24 単体角柱の計算モデル 

 

 

             

 

図 4.25 単体角柱の瞬間圧力分布      図 4.26 単体角柱の負圧等値面 
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（３）渦度場に基づく考察 

以上より，対象建物の側面上端部において発生するピーク負圧は，単独角柱のグランシ

ングアングル時と同様に円錐渦の形成によるものであることが示された。しかしながら，

ピーク負圧レベルが両者で約 1.4 倍程度差があることから，風上建物の影響を受ける場合に

はモデル特有の現象が介在しているものと思われる。 

図 4.27 は，条件付き平均流れの計算結果に基づく渦度（鉛直軸成分）の分布であり，ケ

ース A・B それぞれについてピーク負圧発生高さ（0.975H）における水平断面分布を示し

ている。同様に図 4.28 は単独角柱の結果であり，それぞれ同スケールで示している。 

 ケース A・B については，風上建物からの剥離せん断層による渦度場（白：正値）が対象

建物隅角部に向かって伸びていると同時に，対象建物隅角部から渦度場（黒：負値）が側

面上を沿うよう分布している。図 4.20(a)および図 4.21(a)において，風上建物から剥離し

対象建物側面に沿う流れ場について示したが，その流れのプロセスにおいて，対象建物隅

角部を起点として渦度の回転方向が逆転している様子が図 4.27 から確認できる。図 4.28

より，単独角柱の場合は接近流に明瞭な渦度分布はみられないが，側面を沿う渦度分布は

図 4.27 と同様に現れている。図 4.29 は，対象建物の側面端部（円錐渦の発生領域）にお

けるケース A・B，および単独角柱の渦度分布を示している。同図より，当該領域において

ケース A・B では単独角柱の場合よりも渦度が強められていることがわかる。これは，各ケ

ースの対象建物隅角部に形成される円錐渦（渦度回転方向：負）に対する，風上建物から

の剥離せん断層（渦度回転方向：正）の作用に起因するものと考えられる。正の渦度場を

形成する剥離せん断層が対象建物隅角部を通過する際に，せん断層外縁部の局所的に増加

した流速成分が円錐渦の回転を促進させ，その循環が強められているものと考察される。

これにより，ケース A・B では単独角柱に比べて強い円錐渦が形成され，より大きいピーク

負圧が発生しているものと推測される。 

以上より，風上側に同規模以上の建物が存在し，その位置関係と風向に応じて剥離流れ

が角柱建物の隅角部に直接作用する場合（図 4.20(a), 図 4.21(a)）には，グランシングア

ングルにおける単独角柱と同様の円錐渦が形成されるだけでなく，風上からの剥離流れが

その円錐渦をさらに強め，非常に大きいピーク負圧を発生させる可能性があることが示さ

れた。 
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    Case-A                             case-B 

図 4.27 渦度分布 
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図 4.28 単体角柱の渦度分布       図 4.29 隅角部における渦度分布 

 

 

 

 

 

 

 

 



75 
 

４－５ 建物形状によるピーク負圧の低減効果 

 

４－５－１ 建物モデル 

角柱形状を有する高層建築物において，隅切，隅欠，隅丸といった隅角部形状は，空力

的対策のひとつとして一般に用いられており，隅角部における剥離流れを制御することで

抗力・揚力を低減できることが知られている。本章におけるピーク負圧の増加現象に対し

ても，隅角部の局所的な剥離・再付着流れを抑制することで上端部の円錐渦を緩和できれ

ば，風上建物の影響下においてもピーク負圧の低減効果を見込むことができる。ここでは

風下側の対象建物の隅角部について 1/10B の隅欠を施し，その効果を調べる。 

 隅欠を施した建物モデルをケースＣとし，図 4.30 に示す。風上建物に関する寸法および

位置関係はケースＡと同様である。隅角部の格子解像度については，隅欠内の渦構造の再

現が重要である。ここでは隅欠寸法を考慮した上で，隅欠部を含む隅角部近傍においてケ

ース A と同等の解像度（境界層要素も同様）とした。総要素数は約 934 万である。前節に

示した手法と同様の計算法および評価法に基づき，本モデルで変動風圧評価を実施する。 

 

４－５－２ 計算結果 

 ケースＣの計算に基づく外圧係数分布について，ケースＡと比較し図 4.31 に示す。同図

は，ケースＡにおいて強いピーク負圧が発生した測定高さ（0.975H）および中間高さ近傍

（0.525H）の水平断面における平均外圧係数およびピーク外圧係数（正側および負側）の

分布を示している。ケースＡにおけるピーク負圧の発生位置近傍（0.975H, x/B=4 付近）に

おいて，ケースＣでは約 2.58 までピーク負圧が低減されている。これは，隅角部のピーク

外圧係数としては単独角柱の値に近く，隅欠形状が有効であるといえる。 

 

４－５－３ 建物周囲の流れ場 

 ケースＣにおいても，前章同様にピーク外圧係数の 95％に相当する条件付き平均場を求

める（-2.45 以下）。高さ 0.975H における建物周囲の流れ場を図 4.32 に示す。風上建物か

らの剥離流れは，ケースＡと同様に対象建物側面に沿うよう作用している。対象建物の隅

角部に着目すると，隅欠両端部（風上面端部から側面端部）において剥離・再付着による

明瞭な渦構造がみられる。側面端部において再剥離がみられるが，剥離角度は浅く，ケー

スＡほど明瞭な渦構造は現れていない。 
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図 4.30 隅欠形状を有する建物モデル（case-C） 

 

 

 

     

 

図 4.31 外圧係数の水平分布 
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図 4.32 条件付き平均流れ場（case-C） 

 

 

 

 

 図 4.33 に圧力等値面を示す。円錐渦の形成は，隅欠部に対して側面端部側（再剥離点）

が起点となるよう移動しており，圧力の大きさは単独角柱の場合（図 4.26）と同程度であ

ることがわかる。ただし，分布形状については，ケースＣでも中央高さ付近において流れ

の巻き込みが生じているために，ケースＡに類似したものとなっている。 

 側面端部における渦度分布を図 4.34 に示す。ケースＣでは側面端部の剥離性状が変化し

ていることからピーク位置が他ケースと若干異なるが，その大きさは単独角柱の場合と同

程度であり，ケースＡよりも低減されていることが確認できる。 

以上より，隅角部が隅欠形状を有する場合，局所的な渦形成の抑制に効果があり，風上

建物の影響下においてもピーク負圧が極端に増加することはなく，耐風設計上有効である

と考えられる。 
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図 4.33 負圧等値面          図 4.34 隅角部における渦度分布 
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４－６ 第４章結論 

 

 風上建物の影響を受け，高層建物の局所負圧が増加する現象を対象として非構造格子系

LES を行った。得られた知見を以下に示す。 

 

(1) 本研究で使用する非構造格子系は，複雑形状への適合性だけでなく，局所的な渦の発生

位置や剥離せん断層の可動範囲を考慮した上で適切な格子解像度を合理的に計算モデ

ルに反映させることができるため，非定常計算モデルの構築法として有効である。  

(2) 計算モデルを適切に構築するため，特に建物間の空間における格子解像度の影響につい

て調べた。格子解像度は変動風速の高周波数成分の再現性に影響をおよぼすため，周辺

建物が直接影響する建物モデルの場合は，対象建物周囲のみ解像度を確保しても不十分

であり，周辺建物間で生じる流れやその影響範囲を想定した上で格子解像度およびその

空間分布を決定する必要がある。 

(3) 顕著にピーク負圧が増加する事例（２ケース）について LES の計算結果と風洞実験結果

との比較を行った。計算結果に基づく外圧分布は，実験値の分布性状を概ね再現できて

おり，本計算法の妥当性が示された。 

(4) 条件付きサンプリングに基づく平均流れ場の計算結果に基づいて，建物周囲の流れ場を

調べたところ，ピーク負圧が発生する建物上端部付近では，風上建物から剥離したせん

断層が対象建物側面部を沿うように流れることがわかった。またその際，対象建物隅角

部においてきわめて局所的な渦構造が確認された。 

(5) 負圧場に関する圧力等値面の空間分布より，対象建物側面において上端部を起点とする

円錐渦の形成が確認された。 

(6) 角柱上端部の円錐渦によるピーク負圧は，単独角柱モデル（グランシングアングル時）

においてもその発生が確認された。ただし，風上建物の影響を受ける場合に比べてその

負圧レベルは小さい。 

(7) 対象建物上端部付近における渦度の分布性状を調べた。風上建物からの剥離流れが対象

建物隅角部に直接的に作用することにより隅角部の円錐渦の循環が強められ，当該部位

においてより大きいピーク負圧が生じるものと推察される。 

(8) 風下側の対象建物に関し，隅欠によるピーク負圧の低減効果を調べた。隅欠形状により

渦形成の抑制が確認され，当該部位のピーク負圧が単体角柱と同程度の値まで低減され

ることが確認された。 

(9) 非構造格子系 LES は，周辺建物の影響を受けて局所風圧が増加するような特殊な事象に

ついても適用可能であり，その発生メカニズムを調べる上でも有効である。 
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複雑形状を構成する建築物外装部材の 

風荷重評価 
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５－１ 緒言 

 

近年，環境配慮の観点から様々な省エネ技術が建築物に導入されており，外壁面におけ

る環境技術のひとつとして鉛直フィンの設置が挙げられる。これは主に遮光のための外装

付属部材であり，特にオフィスビルの空調負荷低減を目的として採用事例が増加している。 

鉛直フィン部材は，建築計画的・構造的要請から一般に数十 mm×数百 mm 程度の断面

寸法を有する板状部材であり，外壁面上において鉛直に向け水平方向に一定間隔で設置さ

れる。近年では超高層建築物においても採用事例が多くみられ，各部材は外気に曝されて

いることから耐風設計が要求されるが，設計用風荷重を精度よく予測するのは容易でない。

鉛直フィン部材は一般に主要壁面に対して広範囲に設置されるが，設計用風荷重評価のた

めのピーク風力係数に関して一般外壁面（ガラス等）用の値を準用できない。すなわち，

フィン部材に作用する風力はフィン表裏における外圧同士の差圧から算定されるため，建

物周囲の流れとフィン部材周囲の流れの両者から形成される複雑な圧力場から決定づけら

れる。壁面中央部付近に設置されるフィンについては，その表裏で顕著な圧力差が生じる

可能性は低いが，一方で建物隅角部に設置されるフィン部材については，建築物の風上面

と側面の両方の圧力場の影響を受けることから，フィン表裏にそれぞれ正圧と負圧が同時

に作用することが想定される。その場合，差圧から求められる風荷重は一般外壁面の荷重

を超えることが危惧されることから，適切な風荷重評価に基づく耐風設計が求められる。 

寺崎・吉川 1)は，角柱建物に設置される鉛直フィンの風荷重評価を目的として風洞実験を

実施し，端部フィンにおいて大きい風力係数が発生することを確認した。その後，中村ら

2) ，菊池ら 3)も同様の結果を報告している。また，小野ら 4)は建物形状による影響も示した

上でフィンに作用するピーク風力係数の設計値を提案している。 

しかしながら，一般に高層建築物に対して数百分の一の模型寸法で実施される風洞実験

では，上記の部材寸法に基づいてフィンの形状を表現すること，さらにはフィン表裏の変

動圧力を計測することは困難であるため，当該部材の風荷重評価については模型実験の適

用範囲外であるといえる。したがって，既往の実験的研究で使用された模型形状は，風圧

計測を目的として建物に対する各フィンの相対寸法を便宜的に拡大したものと推測される。

実際の超高層建築物とフィン寸法との関係を考慮すれば，幾何学的相似則が一致していな

いことになるため，部材寸法の影響について課題を残している。 

一方，今後の建築物の耐風設計において LES により変動風圧を評価する際，数値計算モ

デルは，実験における模型製作や計測系といった物理的制約を受けないため，鉛直フィン

にように微細な凹凸形状を有する複雑モデルに対しても変動風圧場を得ることができ，幾

何学的相似則を満たした上で当該部材の風荷重評価を期待できる。 
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前章までにおいて，本手法に基づくテトラ非構造格子系 LES は，高層建物モデルに対し

てピーク値を含め変動風圧を精度よく再現可能であることが確認された。前章では，複雑

モデルとして風上側建物の影響をうけた特殊な圧力場についても本手法の適用性を示した

が，モデルの複雑さについては，隣接建物に関する問題のみならず，建物自体の形状の複

雑さに対しても妥当性を吟味する必要がある。特に，建物表面における付属部材オーダー

の形状も含むモデルに対しては，実験の困難さ故に LES への依存度が高くなることが想定

されるため，実際の耐風設計への適用性を調べることは重要である。 

 本章では，高層建築物に設置される鉛直フィン部材の風荷重評価を目的として，非構造

格子系 LES を実施する。まず，当該部材で表面形状が複雑化した高層建物モデルに対し本

計算法の妥当性を調べるため，風洞実験と同様のモデルの計算を行い，実験値との比較か

ら予測精度の検証を行う。次に，同様の高層建物モデルに対してフィン寸法を実寸に合わ

せ，小さいフィン部材の設置数を増加させた計算を行い，部材寸法による効果を検討する

とともにフィン周囲の流れ場・圧力場について考察を加える。当該モデルは，風洞実験で

は実施困難な実寸フィンモデルとして位置づけられ，今後の LES 耐風設計に有用な知見を

与えるものである。さらに，実務的な視点に基づき，実寸フィンモデルにおいて端部フィ

ンがないケース，また風向を変化させたケースについて計算を行い，風力変動に関する影

響を調べる。最後に，低層部において確認された特殊な事象について，流れ場の可視化に

基づく考察を加える。 
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５－２ 風洞実験との比較に基づく非構造格子系 LES の精度検証 

 

５－２－１ 建物モデル 

対象とする高層建物モデルは，幅(B)：奥行(D)：高さ(H)＝１：１：３の３次元角柱（単

体）であり，各外壁面には鉛直フィンが設置されている。建物寸法は B=D=40m，H=120m，設

計風速は頂部高さにおいて UH=44m/s を想定している。LESの計算精度検証用の風洞実験は，

寺崎ら 1)による模型縮尺率 1/400 とした多点風圧実験（図 5.1）であり，各フィンの表裏に

おける変動風圧を同時計測している。ここで，風圧測定のための導圧チューブおよびタッ

プのおさまりの制約から，実験模型におけるフィン形状は，断面 1.6mm×6.6mm（B/62.5×

B/15.2），スパン 16.4mm（B/6.1），数量は 7 点／壁面，となっている。対象が高層建物であ

ることを考慮すると，建物寸法に対するフィン形状の寸法比は過大であり，実際の数倍程

度で形状が再現されていることになる。また，フィン部材表裏で同じ高さの風圧計測は不

可能であることから測定点を僅かにずらしている点，測定面の裏側に導圧チューブが部分

的に露出してしまう点等，形状再現性や計測条件に関して厳密性を欠く点があるが，当該

モデルのみならず外装部に付設される部材の風圧計測に対しては模型実験の制約上やむを

得ないものとして当該仕様が採用されている。 

一方，数値計算においては上記の物理的制約を受けることはないため，複雑かつ微細な

形状に対しても変動圧力場を予測でき，適切に設計用風荷重を評価できることが期待され

る。しかしながら，当該形状部材を対象とした解析事例がないことから，まず計算精度の

検証に基づいてその妥当性を吟味する必要がある。ここでは，風洞実験に対する再現性を

確認することで LES の妥当性を検証するものとし，実験模型と同様の形状を用いて計算モ

デルを作成する（図 5.1）。 

          

図 5.1 実験模型写真と計算モデル形状 
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５－２－２ 流入変動風 

 

流入境界条件として使用する流入変動風は，図 5.2 に示すモデルを用いて作成した。本

計算は，第２章に示した手法に基づき，モデル形状として設置されたスパイヤおよびラフ

ネスブロックにより境界層乱流を発達させ，流出境界近傍の仮想断面における全節点で時

刻歴変動風速を保存するものである。本手法により作成された流入変動風のプロファイル

（平均風速および乱れの強さの高さ方向分布）を図 5.3 に示す。各図には精度検証用の風

洞実験における風洞気流の値も併せて示す。各図より，計算結果は実験気流を概ね再現し

ていると判断できる。 

 

 

図 5.2 流入変動風作成モデル 

 

 

           図 5.3 流入変動風プロファイル 
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５－２－３ 計算モデル 

 

 計算領域を図 5.4 に示す。領域規模は，主流方向 30B，主流直交方向 20B，高さ 15B であ

る。流入境界には，前述の流入変動風を時間刻みごとに与える。計算風向は壁面正対風向

とし，特に端部において大きい風力の発生が想定される風上面のフィンに着目する。非構

造格子系計算モデルを図 5.5 に示す。格子解像度分布は，第３章に示した単体角柱モデル

をベースとし，複雑形状を伴う建物表面近傍において解像度をさらに向上させるものとす

る。具体的には，第３章の単体角柱における最高解像度（B/64）を本モデル外周のフィン

群を覆うよう配置し，さらに最大風力の作用が予想される端部フィン近傍の解像度を B/128

とした。総要素数は約 616 万，Re 数は 7×104である。 

 

   図 5.4 計算領域 

 

 

図 5.5 計算格子 
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５－２－４ 計算値と実験値の比較 

 

 フィンに作用する変動風力に関し，計算結果と実験値との比較を行う。フィンに作用す

る風力係数は，その表裏における圧力差を時刻歴で求め，建物高さにおける速度圧で基準

化することにより算定する。得られた風力波形は，実時間 0.3 秒相当の移動平均化を施し

た上で，10 分間相当波形ごとに統計値を算定し，アンサンブル平均を行った。アンサンブ

ル平均回数は，実験 10 回，計算 7回である。 

 図 5.6 に，風上面におけるフィンの風力係数（7 枚×高さ方向 11 層，計 77 点）に関する

計算値と実験値との相関図を示す。同図より，実験値と計算値は良い相関を示しているこ

とから，鉛直フィンによる複雑な表面形状を有する建物モデルにおいても変動圧力場を概

ね精度良く予測できることがわかる。風力係数の分布に着目すると，その絶対値が大きい

領域と小さい領域に顕著に分かれている。絶対値が大きい領域は壁面両端部のフィンに相

当するため，当該フィンにのみ大きい風力が作用することがわかる。図 5.7 に風上面の各

高さにおける風力係数の水平分布を示す。同図より，両端部のフィンのみ顕著に大きい風

力が作用しており，その他中央部のフィンはピーク値でも約 1.0 以下である。計算値は若

干過大評価する傾向もあるが，全体的な分布傾向は捉えられていると判断できる。以上よ

り本手法は，建物表面で複雑形状を形成する鉛直フィン部材群に対しその風力変動を十分

な精度で予測可能であることが示された。 
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図 5.6 風力係数に関する実験値と計算値の相関図 

 

 

 

 

 

図 5.7 風力係数の水平分布 
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５－３ 実寸フィンモデルへの展開 

 

５－３－１ フィン寸法を実寸に縮小した建物モデルの計算 

 

（１） モデル形状  

 実際の高層建築物においては，前節のフィン形状に比べ極めて寸法が小さくかつ多数の

フィンが設置されるため，実験的予測が困難である一方，流体計算（特にモデル構築の自

由度が高い本手法）が有効な手法となる。ここでは，前節の結果に基づき当該形状モデル

に本手法が適用可能であることを踏まえ，実際の寸法および数量を反映した建物モデルを

用いて計算を実施する。前節で風洞実験を再現したモデル（以下，EXP モデルとする）と，

実寸相当のフィンを実装したモデル（以下，モデルＡとする）とを比較し，フィンに作用

する風力や周辺流れ場に対する寸法効果の影響を調べる。モデルＡの形状を図 5.8 に，フ

ィン形状に関する両モデルの比較を表 5.1 に示す。同表に示すように，両モデルにおいて

フィン断面およびフィン間距離に関する形状比（t/h, h/L）は同一とした。モデルＡでは

壁面あたりのフィン枚数は 25 枚であり，フィン寸法は EXP モデルの約 1/4 に相当する。計

算風向は前節同様，壁面正対風向とする。 

 

  

図 5.8 実寸フィンモデルの形状 

 

表 5.1 フィン形状の比較 
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（２） 計算格子 

 格子解像度は渦構造の分解能を決定づけるため，解像すべき流れのパターンや乱流構造

に応じて適切に定める必要がある。特に本建物モデルのように部材周囲の微細な変動圧力

場に着目する場合，建物近傍の格子解像度については形状再現性のみならずそれらに起因

する乱流構造を再現可能な格子解像度が要求される。 

 図 5.9 は，テトラ非構造格子系を自動生成する際に予め与える解像度分布を示している。

EXP モデルでは，最高解像度は風上面両端部のフィン近傍に配置されており，その基準寸法

は B/128 である。これはフィン高さ h に対し h/8.5 の格子解像度に相当する。一方，モデ

ルＡにおいては建築物に対するフィンの相対寸法が小さいことから，同様の格子系を配置

するとフィン近傍の格子解像度不足（約 h/2）により精度の悪化あるいは計算の発散が危惧

される。建物全体規模から特徴づけられる乱流スケールとフィンに起因する乱流スケール

に大きな乖離があることを考慮すると，モデルＡの格子解像度分布は建物近傍において極

めて高い分解能が要求される。ここでは，テトラ非構造格子系の特長である局所的な高解

像度化により，フィン形状に起因する乱流構造を極力同じ解像度で再現するよう計算モデ

ル構築を試みた。すなわち，風上面端部のフィン近傍において，フィンスケールの渦構造

を EXP モデル同様に解像するべく h/8.5 を目標とした（B/512）。図 5.10 に計算格子の比較

図を示す。端部フィン形状を同等となるよう表示した拡大図は，絶対寸法が大きく異なる

ものであるが，フィン近傍で概ね同等の分解能が与えられていることがわかる。モデルＡ

の総要素数は約 2173 万である。 

 

          EXP モデル                モデルＡ 

 
図 5.9 格子生成のための解像度分布 
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EXP モデル               モデルＡ 

 

 

 

 

図 5.10 計算格子 
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（３） 計算結果 

モデルＡの計算結果に基づく風上フィンの風力係数分布について，EXP モデルと比較を行

う。平均風力係数の水平分布を図 5.11(a)に，ピーク風力係数の水平分布を図 5.11(b)に示

す。端部のフィンのみ大きい風力が作用する点について両者は共通している。端部から 2

番目のフィンに関しては，両者で建物壁面に対する絶対位置が異なるものの，概ね同等の

値となった。全体的にモデルＡは EXP モデルに比べ風力係数値が小さくなる傾向がみられ

る。 

端部のフィン表面における風圧係数およびそれら差圧から算定される風力係数について，

フィン上の分布特性を調べる。図 5.12 は，建物壁面からフィン先端に至る３点の風圧係数

および風力係数分布を示しており，両モデルの平均値および変動値について各高さで比較

している。フィン上３点の分布形状をみると，この範囲では大きく変化していないこと，

また全体的に EXP モデルの各値は絶対値でモデル A を上回る傾向があることが確認できる。 

 

 

 

図 5.11 風力係数の水平分布 
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図 5.12 端部フィン上における風圧係数および風力係数分布 

 

 

（４） 流れ場の比較 

EXP モデルとモデル A について，周囲の流れ場を比較する。図 5.13 は実大 10 分間相当の

平均流れ場に基づいて，高さ 0.5H における流れ場を比較している。建物レベルでの水平断

面を比較すると，建物側方の流れに顕著な差がみられる。EXP モデルでは建物側面上のフィ

ン間においてそれぞれ循環構造が形成されており，その外側を主流方向に流れる様子がみ

られる。一方モデル A では，建物側面近傍において一般的な角柱モデルでみられるような

建物スケールでの剥離渦が形成されている。隅角部フィンの拡大図からは，建物風上面に

おけるフィン近傍の流れにも差がみられる。両ケースともに，各フィン背後の渦構造が確

認できるが，EXP モデルではフィン先端からの剥離流れがその背後のフィンの上流面に作用

しているのに対し，モデル A ではフィン間を満たす渦構造上を沿うよう建物壁面に平行に

流れている。モデル A 風上面で側方に向かった流れは，端部フィン先端を起点として大き

く剥離し，建物側面における大スケールの循環を形成するとともに側面フィン間において

もフィンのスケールでの渦構造が形成されている。 
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      EXP モデル              モデルＡ 

   

   

 

図 5.13 建物およびフィン周囲の流れ場 
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建物隅角部におけるフィン近傍の風速分布を図 5.14 に示す。同図は，EXP モデル，モデ

ルＡそれぞれに対し，フィン間３箇所における風速（壁面平行成分）の平均値 V および標

準偏差 v’を代表高さの平均風速 UHで基準化し，それらの壁面垂直方向分布を示している。

両ケースを比較すると特に平均風速勾配に顕著な差が現れており，フィン間の渦構造に伴

う逆流域やフィン先端（y/B= 0.066[EXP モデル]，0.0167[モデルＡ]）近傍の増速域の分布

が大きく異なっている。特に測線③は，EXP モデルでは隅角部フィン-側面第一フィン間の

渦構造の外側に相当するため（図 5.13）同測線内で逆流成分はみられないが，モデル A で

は建物側面の剥離渦形成に伴う逆流成分がみられるとともにフィン先端近傍の局所的な増

速が強調されている。 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.14 建物隅角部におけるフィン間の風速分布 
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次に，フィンに作用する風圧および風力の変動特性について調べる。図 5.15 は，EXP モ

デル・モデルＡの端部フィンに作用する変動風圧（正圧側・負圧側）およびそれらの差圧

に基づく変動風力の時刻歴波形の一部を示している。同図より，全体的に各波形の絶対値

は EXP モデルの方が大きいものとなっている。風力係数 Cfの波形において各ピークが発生

している時刻での風圧波形に着目すると，EXP モデルでは正圧側・負圧側ともにピーク値が

ほぼ同じ時刻に現れる傾向があり，それらの差（絶対値の和）として大きい風力値が構成

されている。これは，上流側のフィンからの剥離流が作用することによる正圧増加とフィ

ン端部の剥離による背面の負圧増加の同時作用が要因として考えられるため，EXP モデルで

はフィン近傍の局所的な流れが支配的になっているものと推測される。一方，モデルＡで

は，正圧側と負圧側の相関が明瞭には見られず，風力係数のピーク値は負圧側の変動によ

る寄与が大きいこと，また EXP モデルよりピークの出現頻度が低いことがわかる。 

図 5.16 は，両者の風圧変動（負圧側）のパワースペクトルを示している。比較的広帯域

の変動特性を有する EXP モデルに比べ，モデルＡでは明瞭なピーク振動数が確認できる。

当該スペクトルピークは建物スケールにおける St 数に概ね一致し，それに対応する周期で

主要な時刻歴ピークが図 5.15 からも確認できる。一方 EXP モデルでは St 数前後の周波数

成分が加わっており，局所的な乱流構造による高周波数成分の他，当該部位において上流

側フィンからの剥離流が関与することを考慮すると，建物全体としての風上面の圧力変動

すなわち接近流による低周波数成分のパワーが現れているものと推察される。以上のこと

から，端部フィンの変動風力に関しては，モデルＡは EXP モデルに比べ建物全体からの剥

離渦によって形成される大局的な乱流構造が主体的に影響していると判断される。 

 

以上より，断面形状比（t/h）スパン比（h/L）が同一のフィン形状であっても，建築物

に対する相対寸法が異なることによりフィン近傍および建物周囲の流れ場は大きく異なる

こと，さらにそれらの乱流構造の差は，耐風設計上重要となる端部フィンにおいて風圧・

風力の変動特性にも影響を及ぼすことが確認された。実寸相当のフィンが付設される建物

モデルでは，その周囲において建物スケールの大局的な乱流構造が支配的となることから，

フィンの設計用風荷重評価のみならず，当該フィンが設置された建物全体の空力特性を予

測する上でも，その微細な幾何学形状を再現する必要があること，また当該形状モデルを

扱う上で本手法が有効であることが示された。 
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図 5.15 端部フィンにおける風圧係数および風力係数の時刻歴波形 

 

 

 

 

 

図 5.16 負圧変動のパワースペクトル 

 

  



98 
 

５－３－２ 端部フィンの有無による影響 

 

（１） 端部フィンのない建物モデル 

実際に鉛直フィンが設置される建築物においては，建築計画上あるいは外装材のおさま

り上，端部フィンが無いケースも多くみられる。前項までの知見では壁面端部のフィンに

おいて大きい風力が作用することが確認されたが，当該フィンが無い場合において他のフ

ィンに作用する風力の変化を調べる。モデル形状を図 5.17 に示し，これをモデルＢとする。

本モデルはモデルＡにおける隅角部４箇所，計８点のフィンを取り除いたものであり，他

の形状・フィン配置については同様である。 

 

（２） 計算格子 

モデルＢに関する計算格子の一部を図 5.17 に示す。基本的な格子分布はモデルＡに倣う

ものとするが，隅角部における最高解像度範囲はモデルＢの端部フィン（モデルＡの端部

から２点目に相当）近傍に配置する。総要素数は約 2010 万である。計算風向は全節同様，

壁面正対風向とする。 

 

 

 

      

 

図 5.17 端部フィンのないケースの計算モデル 
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（３） 計算結果 

 モデルＢの建物風上面のフィンに作用するピーク風力係数について，その水平分布をモ

デルＡと比較して図 5.18 に示す。モデルＢの端部のフィンについては，モデルＡと水平位

置は異なるものの，他の部位に比べ顕著に大きい風力が確認され，両者で同様の分布傾向

となることがわかる。ただし，各高さにおいてその値は低減されている。端部から２番目

以降のフィンについてはモデルＡと概ね同等であり，ピーク風力係数は小さいことが確認

された。 

 モデルＢにおける平均流れ場を図 5.19 に示す。モデルＡ同様，建物側面には建物スケー

ルの剥離渦が確認された。隅角部に着目すると，モデルＢの端部フィン近傍では，フィン

先端からの剥離流は建物風上面に再付着しており，建物側方の剥離渦が建物隅角部を起点

としている点でモデルＡとは異なっている。したがって，モデルＢの端部フィンでは風下

面の負圧が大きくならず，ピーク風力が低減されるものと考えられる。 

      

図 5.18 ピーク風力係数の水平分布 

 

  

図 5.19 モデルＢ周囲の流れ場 
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５－４ 風向による風力係数分布の変化 

 

５－４－１ 計算ケース 

 耐風設計においては一般に，風向の変化による影響を調べる必要がある。ここでは，モ

デルＡおよびモデルＢを対象として風向による風力係数分布の変化の様子を調べる。計算

風向を図 5.20 に示す。 

風向角 0°を壁面正対風向とし，角柱に対するグランシングルアングル相当の風向角として

15°，さらに風向角 45°を対象とした計算を行う。風向角 45°における計算格子を図 5.21

に示す。各風向に応じて，大きい風力が想定されるフィン近傍に最高解像度領域（図 5.9

⑩）を，風下側に後流再現領域（図 5.9⑤）を配置している。 

 

            

 

図 5.20 計算風向           

 

 

        

図 5.21 風向 45°の計算格子 
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５－４－２ 計算結果 

 

 モデルＡおよびモデルＢそれぞれについて，風向角 15°および 45°における平均風力係

数分布とピーク風力係数分布を併せて図 5.22 に示す。 

同図より，モデルＡ風向角 15°において，風上側フィン上部で顕著に大きいピーク風力

係数（約 4.5）が確認された。小野ら 9)は，境界層乱流中の角柱前縁上部において風向 15°

（グランシングアングル）で円錐渦によるピーク負圧の発生を報告している。本モデルは

角柱表面にフィンが設置されている点で同文献とは条件が異なるものの，前節の知見より

実寸フィンモデルでは側面において角柱相当の剥離渦が形成されることを考慮すると，本

ケースにおいても同文献と同様に円錐渦による局所負圧が関与している可能性が考えられ

る。当該部位における変動風力および変動風圧の時刻歴を図 5.23 に示す。同図より，変動

風力のピーク形成は負圧側の変動風圧が支配的であることが確認できる。これを踏まえ，

ピーク風力発生時の瞬間圧力場（Cp=-2.5,-3.0,-4.0 の等値面）を図 5.24 に示す。建物上

端部近傍において，全体的には角柱の事例にも類似した円錐状の負圧場が形成されている

が，風圧係数-3.0 および-4.0 の低圧部については，側面第一フィン上端から建物側面に広

がる領域と，隅角部フィン間（当該フィン⇔側面第一フィン）を鉛直に広がる領域とに分

かれて分布している（当該フィンのピーク風力形成は後者に起因している）。したがって，

当該フィン上部のピーク風力は，円錐渦に伴う局所負圧場に対し，フィン形状による分断

効果が組合わされて形成されたものと推察される。なお当該圧力場は建物上部の限られた

領域で発生している。したがって，同フィンの中央高さ付近(0.6H)でも発生している大き

いピーク風力については別の機構によるものと考えられる。一方モデルＢでは，建物側面

で同様の局所負圧場が形成されている可能性もあるが，端部フィンは建物隅角部から離れ

た位置に設置されているためこの影響を受けず，大きい風力が発生しないものと考えられ

る。 
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図 5.22 風力係数の水平分布 
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図 5.23 端部フィンにおける風圧係数および風力係数の時刻歴波形 

 

 

 

 

 

           

 

図 5.24 負圧場の等値面 
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風向角 45°においては，全体的に大きい風力は発生しておらず，ピーク風力係数は 2.0

以下である。モデルＡとＢを比較した際，高さ 0.6H で定性的な差がみられ，モデルＡの風

上端部のフィンに比較的大きいピーク風力が発生している。その要因として，モデルＡで

は風上側隅角部の２つのフィンによって接近流を受け止める形状となることから，正圧の

増加が寄与している可能性が考えられる。 

 

また，風向角 15°45°ともに低層部で広範囲に渡り比較的大きいピーク風力が発生して

おり，この傾向については風向角 0°（図 5.18）の場合も同様である。ここでは，建物風

上面の低層部に着目し，当該領域の乱流構造に対するフィン形状の関与について考察する。

図 5.25 は，風上面近傍における平均流れ場の計算結果について，本モデルと，フィンがな

い同形状の単純角柱モデルとを比較したものである。それぞれ風上壁面から B/50 の距離に

おける面内の流線および風速（絶対値）コンターを示しており，両モデルで流入変動風は

同一のものを使用している。同図より，フィンの有無により停留点の高さが異なること，

フィン付モデルにおいて地上付近に特殊な流れが生じていることがわかる。図 5.26 は，フ

ィン付モデルの風上壁面近傍から発生させた流線図である。地上付近において水平方向に

広がる明瞭な渦構造が確認され，これらは図 5.25 に示される分布形状と対応しているとと

もに，低層部における強いピーク風力発生に関与しているものと推測できる。この渦構造

の形成を考察するため，風上面付近の中心鉛直断面における風速場を調べる。図 5.27 は，

風向角 0°における風速比（鉛直 W成分）のコンター図である。同図より，停留点以下の壁

面近傍においては，フィン付モデルでは水平方向が拘束されているため下降成分が増速し

ている。 

図 5.28 は同断面内の流れを示している。正対風向時に角柱風上側の地上付近では逆流に

伴う循環構造が一般に形成される（馬蹄形渦）が，フィン付モデルでは上記の下降流増速

によってその渦構造が強められている様子が確認できる。これに起因して，接近流が押し

上げられ停留点が上昇するとともに，地上付近の壁面近傍では馬蹄形渦の２次渦が強調さ

れ，それが水平方向に流下する過程でフィン形状の抵抗により渦生成が促進されていると

考えられる。結果的に，図 5.26 に示されるように水平方向に延びる渦構造が形成され，低

層部フィンの風力変動を増加させる要因となっていることが推察される。 
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図 5.25 風上面近傍における平均風速分布 

 

 

   

風向 0°フィン付（モデルＡ）         風向 45°フィン付（モデルＢ） 

 

図 5.26 地上付近に発生する渦構造 
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図 5.27 中央断面における風速分布（鉛直成分） 

 

 

 

 

図 5.28 中央断面における流れのパターン 
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５－５ 第５章結論 

 

 高層建物壁面に設置された鉛直フィンを対象としてテトラ非構造格子系 LES を実施した。

得られた結論を以下に示す。 

 

1) 複雑表面形状を有する高層建物モデルとして，鉛直フィンを多数実装する３次元角柱を

対象として非構造格子系 LES を実施した。フィンに作用する変動風力に着目し，便宜的

にフィンが拡大された風洞実験と同様のモデル形状を用いて精度検証を実施したとこ

ろ，概ね良い対応関係が得られ，当該形状モデルに対する本手法の妥当性が示された。 

2) 鉛直フィンの寸法を実寸大とし，微細な表面形状を伴う高層建物モデルについて計算を

行った（モデルＡ）。フィンに作用する風力の分布傾向については EXP モデルと同様に

端部で最大となるが，全体的にモデルＡでは EXP モデルより風力値が低減される傾向が

みられた。 

3) 建物周囲の流れ場やフィンに作用する風圧・風力の変動特性について EXP モデルとモデ

ルＡを比較すると顕著な差がみられ，モデルＡでは建物全体からの剥離渦によって形成

される大局的な乱流構造が支配的となることが確認された。フィンのモデル化によって

もたらされる建物周囲の流れ場および圧力場のパターンの差は，結果的にフィンのみな

らず建物自体に作用する風力の形成にも大きく影響をおよぼすものと考えられること

から，耐風設計において外装付属部材の寸法は正しく再現されなければならない。その

際，物理的制約を伴う風洞実験に比べ CFD は有効な手段であり，特に格子解像度の空間

的自由度が高い本手法は効果的である。 

4) 実務的観点から，端部のフィンがない場合のモデル（モデルＢ）を対象として同様にフ

ィンの風力を算定した。定性的な傾向はモデルＡ同様端部で最大となるが，風力値とし

ては低減される。端部から２点目～中央部についてはモデルＡと概ね一致する。 

5) フィンの風力分布について風向角による影響を調べた。建物隅角部にフィンを有するモ

デルＡでは，風向角 15°において風上フィンで大きい風力が発生する。これは，グラン

シングアングルにおいて側面上端部に形成される円錐渦に，フィンの形状効果が組み合

わされて発生したものと推察される。 

6) 全体的に風上面低層部で大きいピーク風力が確認された。その要因としては，フィンの

形状効果によって下降流が増速し，地上面近傍の馬蹄形渦が強められ，壁面上でその２

次渦が強調されたためであると考えられる。 

7) テトラ要素を主とする非構造格子系に基づく本手法は，微細な形状を伴う複雑モデルに

ついても効果的に LES 計算モデルを構築することができるため，建物外装部に付設され

る部材に対する風荷重評価技術として有効である。 
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第６章 

実市街地における高層建築物モデルの 

風荷重評価 
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６－１ 緒言 

 

都市部に計画される高層建築物の多くは，中高層建物で構成される街区がその周囲に存

在するため，設計用風荷重の評価に際して周辺市街地の影響を適切に考慮する必要がある。

特に近年では，オフィスビルだけでなくタワーマンション等，超高層建築物が近接して建

てられる事例が増えている。そのような場合，対象建物の接近流に関しては周囲の高層建

物群が形成するサイト特有の乱流構造が支配的となる。したがって，周辺建物の規模や位

置関係から特徴づけられる流れ場を正しく捉えた上で設計用風荷重を評価する必要がある。 

 

実務的観点に基づく LES 風荷重評価の技術的課題として，実建物や実市街地で想定され

る複雑なモデル形態への適用性を精査しなければならない。モデル形態の複雑さについて

は，耐風設計を行う対象建物自体の複雑さと，その周辺領域の複雑さに分類される。前者

に関しては，建物全体の空力特性を評価するための各種外形への適用性だけでなく，壁面・

屋根面に個別に設置される外装部材（ルーバー，庇等）に対しても LES 耐風設計が期待さ

れるが，これらについては第５章の結果によって，本手法の妥当性が示されている。後者

については，対象建物に対する接近流特性を決定づける要素として，周辺市街地形状や局

所地形が挙げられる。これらに関しては，建設サイトに応じて多様なパターンが想定され

るが，都市部における高層建物を評価対象とする場合には，中高層建物で構成される周辺

街区の事例が重要であると考えられる。 

Tamura，Nozu，Kishida ら 1)～4)は，高層建物が多く存在する実市街地モデルを対象とした

LES を実施し，実建物に作用する風圧分布や周辺建物群による乱流特性について報告してい

る。計算モデルに関し，従来の構造格子系から非構造格子系（OpenFOAM）とのハイブリッ

ドモデルに至る一連の工夫により，モデル構築の合理化と予測精度の向上が図られている

が，建物隅角部のような特異点において外圧の変動値およびピーク値の再現性が十分でな

い場合が発生する。要因としては，当該領域の格子解像度の問題だけでなく，特に壁面近

傍における格子生成法の問題が挙げられる。すなわち，SnappyHex（OpenFOAM で用意されて

いる格子生成ソフト）による壁面境界処理においては，モデル形状の変形や格子形状の質

の低下が生じやすいため，隅角部近傍における乱流構造を捉えきれていないことが推測さ

れる。これは結果的に変動圧力場に対する計算モデルの作成法に関する課題であるといえ

る。  

上記を踏まえ，実市街地における実建物の風荷重評価を目的とした LES 計算モデルに求

められる条件を整理すると，形状再現性と格子配置の２点が挙げられる。前者は，計算モ

デルの境界形状に関する再現精度であり，対象建物のみならず周辺街区を構成する建物群

の形状は，流れ場の再現性に直接影響をおよぼすことが想定される。後者については，サ

イト特有の流れ場に対して，領域ごとの要求精度，すなわち解像すべき乱流スケールに応
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じた格子解像度を適切に配置すること，また解像度の変化領域や境界近傍において要素形

状の質を低下させないことが重要となる。上記２点はそれぞれ独立条件ではなく，相互に

依存あるいは干渉する性質を有する。形状再現性と格子配置のバランスが適切でない場合，

計算自体が発散する，あるいは実際と異なる流れ場が形成されることが危惧される。特に

モデル形状自体が格子生成法に依存する場合には，計算精度が悪化する可能性が高く注意

を要する。 

本研究ではこれまでに，３次元角柱の風圧変動，またそれに対する隣接角柱の影響，さ

らには外装部材による複雑表面形状モデルを対象として非構造格子系 LES を実施し，角柱

周囲や後流域の乱流構造，さらにそれらが圧力場に与える影響を適切に捉えられることを

確認するとともに，ピーク値を含め変動風圧を精度よく再現可能であることを示した。テ

トラ要素を用いた計算モデル構築の合理性と，精度検証結果に基づく妥当性を考慮すると，

実建物・実市街地のようにきわめて複雑なモデル形態に対しても本手法は有効であること

が想定される。特に本手法は，一般的な非構造格子系の特長（形状や格子に関する自由度）

のみならず，格子形状の質の低下や格子寸法の急変を伴うことなく効果的に空間を離散化

できる他，テトラ節点まわりに数十面体で構成されるコントロールヴォリュームは空間的

な複雑乱流場に，壁面境界に合理的に挿入されるプリズム要素は物体表面上の流れに，そ

れぞれ適した格子系を形成できるため，流れ場全体に高い精度が期待できる。以上より，

LES 計算モデルに求められる形状再現性および格子配置に関する条件を十分に満たすこと

ができるため，本手法は実建物・実市街地モデルに対しても変動圧力場を精度よく予測可

能な計算モデルを構築できると考えられる。 

 本章では，高層建築物が多数存在する実市街地を対象とし，その中心部に建つ超高層建

築物の変動風圧を非構造格子系 LES により求める。ここでは，実建物の風荷重評価を適切

に行うための計算モデルを提示するとともに実験結果との比較により計算精度を検証し，

さらに耐風設計上考慮すべき特殊な現象についてその機構を明らかにする。計算モデルに

関しては，対象建物のみならず周辺建物全ての形状が精度よく再現される他，個々の建築

物に対して解像度・要素形状ともに十分な格子系を与え，市街地に形成される複雑な流れ

場を精緻に再現する。ここでは，接近流特性の異なる２風向に対して対象建物の変動風圧

を求め，実験値との比較に基づいて CFD 耐風設計法の妥当性を明らかにするとともに，可

視化に基づいて風圧分布と周囲の乱流構造との関連性を考察する。計算風向のひとつは対

象建物の接近流に対して周囲の高層建物が間接的に関与するケースであり，変動風圧の再

現精度に対する格子解像度の影響について示す。他方の計算風向は，別の風上側高層建物

の後流が対象建物に直接作用するケースであり，対象建物隅角部に形成される特殊な外圧

分布についてその再現性を検証する他，流れの可視化に基づいてその発生機構を考察する。 
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６－２ 研究対象とする実市街地 

 

６－２－１ 市街地形状 

 本章では，多くの高層建築物が建つ高密度市街地を計算対象とする。モデル全景を図 6.1

に示す。市街地の形状データは，個々の建築物が精度よく再現された汎用 3D 地図データに

基づいて作成された上で，比較用風洞実験の模型状況（縮尺率 1/500）に合うよう形状を一

部修正して使用している（現況に対して約 10 年前の市街地状況に相当する）。市街地範囲

は 1.2km×0.9km である。中心に位置する超高層建築物を本研究における対象建物と位置づ

ける。対象建物寸法は，代表高さ H=180m，代表幅 B=70m である。対象建物周囲の状況を図

6.2 に示す。 

 

６－２－２ 計算風向 

 計算風向は，図 6.1 に示す２風向とする。風向１は SSW に相当し，風向２は対象建物南

面の正対風向から 25°の風向角に相当する。それぞれの風向における対象建物と周辺街区，

特に周囲の高層建物との位置関係を考慮すると，接近流特性の違いから対象建物周囲には

全く異なる圧力場が形成されることが予想される。風向１では，境界層乱流型の流入変動

風が対象建物に到達する過程において，高層建物 A が接近流構造に，隣接する高層建物 B

が対象建物側方の乱流構造に影響することが推測される。したがって，対象建物の風圧分

布に対して，接近する境界層乱流あるいは自らが生成する乱流構造を変形させる等，周辺

の高層建物が間接的に影響を及ぼす条件であると予想される。一方風向２では，対象建物

は高層建物 C および D の背後に位置している。対象建物の風圧分布は，それら高層建物か

らの渦の離脱を伴った後流構造から決定づけられることが推測されるため，周辺建物が直

接的に影響する条件であると考えられる。以上の２風向は，同じ市街地でありながら対象

建物の変動風圧を決定づける流れのプロセスが異なっている。中高層市街地における高層

建物の風荷重評価に際し，これらの条件は周辺街区（特に高層建物）が関与する代表的な

事象であると推察されるため，当該モデル形態に対する計算の妥当性に対して重要な知見

を提示するものである。 
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図 6.1 実市街地モデル 

 

 

図 6.2 対象建物の周辺状況 
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６－３ 流入変動風 

 

 建築物の変動風圧評価のための LES において，流入境界条件として要求される流入変動

風は，図 6.3 に示すモデルを用いて作成した。本計算は，第２章に示した手法に準ずるも

のであるが，前章までのモデルと比較して本章で扱うモデルでは主計算領域の水平規模が

大きいことを考慮し，主流直交方向の領域規模を約２倍に拡大している。本手法により作

成された流入変動風のプロファイル（平均風速および乱れの強さの高さ方向分布）および

パワースペクトル密度を図 6.4 に示す。各図には精度検証用の風洞実験における風洞気流

の値も併せて示す。各図より，計算結果は実験気流を概ね再現していると判断できる。 

 

 

 

図 6.3 流入変動風作成モデル 

 

 

図 6.4 流入変動風のプロファイルおよびパワースペクトル 
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６－４ 実市街地モデルの計算 

 

６－４－１ 計算領域 

 計算領域を図 6.5 に示す。領域規模は，幅 2.4km×奥行 4.0km×高さ 1.2km である。流

入境界面においては，前節に示す変動流入風を時間刻みごとに与える。計算モデルは風向

ごとに作成するものとし，本計算領域に対して市街地モデル形状が各計算風向に合致する

よう配置する。 

 

 

図 6.5 計算領域 

 

 

６－４－２ 風向１を対象とした格子解像度に関する検討 

 一般に計算モデルが建物単体の場合，対象建物形状を再現した上で，遠方から対象建物

に向け計算格子の解像度を上げるよう作成される。一方，計算モデルに周辺建物が含まれ

る場合は，個々の周辺建物には比較的低い形状再現性と格子解像度を与えることで計算の

効率化が図られることが多い。しかしながら，変動圧力場を予測する上で周辺建物に関す

る計算モデルの影響は明らかでなく，適切な解を得るためのモデル構築法を調べる必要が

ある。特に非構造格子系を用いる場合には，予測精度が不十分であってもその自由度の高

さ故にモデル生成が可能である事が多いため注意を要する。本章では，実市街地モデルに

対する形状再現性と格子配置について以下のように設定している。 

まず，市街地を形成する個々の建物形状については，実験模型を再現するため一部修正

したものを除き，汎用 3D 地図データに基づいてモデル形状が作成されている。したがって，

対象建物・周辺建物を区別することなく概ね全ての建物外形が精度よく再現されていると

ともに，それらを構成する全境界面において表面メッシュが固定されることから格子生成

法の影響を受けることなく形状が完全に維持される。実務的観点からは，遠方建物や低層

                                outlet 

 

inlet 

                        urban model 
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密集街区等に対し形状を単純化することも可能であると考えられるが，その影響に関する

検討は今後の課題とする。 

格子配置に関しては，本手法に基づくテトラ非構造格子の採用により，要素形状の質は

全領域に渡り維持されている。本研究では，全ての建物近傍に対して十分な解像度を与え

るとともに，対象建物の周囲に対しては遠方に比べ相対的に解像度が高くなるよう配慮す

る。ここでは，風向１を対象として対象建物の変動外圧を精度よく再現する上で要求され

る格子解像度について検討する。 

 

 

 

（１） 計算格子 

 風向１を対象として格子解像度の異なる２ケースの計算を行い，対象建物の風圧分布に

与える影響について調べる。図 6.6 は，対象建物および周辺市街地における格子解像度の

異なる２ケースの計算モデルを示している。ここで，計算格子の生成手法は第２章同様で

あり，計算空間の領域ごとに与えられた基準寸法に基づいて表面メッシュから内部にテト

ラ要素が自動生成されるものである。 

 ケース(a)は，対象建物近傍で B/90（境界層要素厚 B/350×3 層），対象建物への影響が考

えられる周辺建物領域（側方 1～2B，風上約 5B）で B/11 以上（各建物に向かい連続的に

解像度向上）の解像度を有する格子系である。本モデルは，対象建物の周囲や後流域に関

し角柱単体としての要求解像度（第３章）を満たした上で，さらに各建物の複雑形状を保

持するため壁面近傍の解像度を向上させているものの，周辺建物による影響（建物間の乱

流構造の再現性）は考慮されていない。一方，ケース(b)では，対象建物周囲の建物群の影

響が適切に反映されるよう，上記の周辺建物領域においてケース(a)の約 4 倍に相当する

B/45 以上の高解像度が確保されている（壁面近傍では約 2 倍の B/180，境界層要素 B/470）。

総要素数はケース(a)で約 3500 万，ケース(b)で約 7200 万である。計算における Re 数は 8.8

×104（UH=9.5m/s, B=0.14m,=1.5×10-5）であり，実験（8×104）と概ね同等である。計

算の無次元時間刻みはt・U/B=0.007 であり，計算開始から定常状態に達した後，無次元

時間 t・U/B=136～1360 の範囲でサンプリングを行った（総計算ステップ数は 20 万）。 
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                 case(a) 

 

  
case(b) 

 

図 6.6 風向１の計算格子 
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（２） 格子解像度による計算結果への影響 

 格子解像度による計算結果への影響として，図 6.7 に実大高さ 100m 相当（0.56H）の水

平断面における瞬間渦度分布を示す。同図より，風上側高層建物 A の後流構造が対象建物

の接近流に影響していることがわかるが，特に高解像度のケース(b)では，その渦構造がよ

り細かく解像されている様子が確認できる。 

対象建物の風圧分布性状に関して両ケースを比較したものを図 6.8 に示す。同図は，高

さ 0.8H および 0.37 H における平均外圧係数 Cp および変動外圧係数 Cp’の水平分布を示し

たものであり，別途実施された風洞実験 3)による結果を併せて示している。ここで，計算値

の外圧係数に関しては，当該高さにおける変動圧力を，代表高さにおける流入変動風の平

均風速を用いた速度圧で基準化し算出している。平均外圧係数 Cp 変動外圧係数 Cp’ともに

ケース(a)(b)の計算結果は概ね実験値と対応しているが，高さ 0.8H における西面（対象建

物側面に相当）の変動外圧係数 Cp’については計算ケースによる差が顕在化しており，高解

像度のケース(b)でその予測精度が改善されていることが確認できる。低解像度のケース(a)

では，南西端部から剥離した直後の領域に大きい変動外圧のピークが出現しているが，実

験値では当該領域の変動は抑えられており，ケース(b)でも同様の傾向で実験値が再現され

ている。 

一般に建物風上面では，接近流の影響を直接受けて風圧分布が決定づけられる。風上領

域における渦構造の分解能が異なっている（図 6.7）にもかかわらず，対象建物南面の外圧

係数分布について計算ケースによる差が生じなかった理由としては，同面に直接作用する

接近流特性によるものと推測される。図 6.9 は，対象建物の中心から，風上側に 2B および

1B の座標における平均風速および変動風速の高さ方向分布を示している。対象建物風上面

に対しては，流入した境界層乱流に風上側の低層建物群および高層建物の影響が付加され

た接近流が作用するが，その接近流プロファイルに関して各ケースによる差がほとんどみ

られないことが同図から確認でき，風上面における圧力変動が影響を受けなかったためと

考えられる。 

一方，高さ 0.8H の西面では計算ケースにより変動外圧係数に差がみられ，特にその分布

形状が大きく異なっていることから，圧力分布を特徴づける流れ場に差が生じている可能

性が高い。当該部位では，低解像度のケース(a)は風上端部近傍で圧力変動を過大評価し，

実験値やケース(b)とは異なるピークを形成している。変動外圧係数に関する剥離直後のピ

ーク発生に関しては，0.37 H では実験値・計算値ともに同様の傾向がみられる。その要因

としては，西側の隣接高層建物 B（建物高さ 0.65H）によって剥離せん断層の可動範囲が

狭められるとともに壁面側に拘束されていることが考えられる。高さ 0.8H は建物 B より若

干高い位置であるため，せん断層の挙動が解放され端部のピークは低減することが想定さ

れるものの，ケース(a)は空間解像度の不足から明瞭な渦構造を維持し，当該高さにおいて

も低い部位の傾向が残存しているものと推測される。図 6.10 は，高さ 0.8H 西面の風上側

端部における外圧係数の時刻歴波形の一部を，図 6.11 はパワースペクトルを示している。
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ケース(a)は，(b)に比べ長周期成分の卓越した圧力変動であることが両図から確認できる。

当該高さにおける瞬間渦度分布（図 6.12）からも，微細な渦構造を伴ったせん断層を再現

しているケース(b)に比べ， (a)はより低い部位（図 6.7）にも類似した大きいスケールの渦

を放出しており，剥離直後における長周期の強い圧力変動を生じさせているものと推測さ

れる。 

以上より本モデルでは，対象建物に直接作用する接近流構造について格子解像度の影響

はみられないものの，外圧分布を決定づける周囲の流れ場，特に剥離せん断層の挙動に対

しては格子解像度の影響を受けることが確認されたため，周辺建物を含めた十分に広い範

囲で高い解像度を確保する必要があることが示された。 

 

図 6.7 瞬間渦度分布 

 

図 6.8 風圧係数の水平分布 
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        （平均風速比）            （変動風速比） 

図 6.9 接近流プロファイル 

 

 

図 6.10 外圧係数の時刻歴波形（西面端部，0.8H） 図 6.11 外圧係数のﾊﾟﾜｰｽﾍﾟｸﾄﾙ 

 

 

  

         case (a)                         case (b) 

図 6.12 瞬間渦度分布 
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６－４－３ 風向２を対象とした計算 

 

（１） 計算格子 

 風向２を対象とする計算モデルの構築にあたっては，前項の知見に基づき周辺建物の影

響を適切に再現できるよう配慮する。特に本風向では，風上側高層建物 C,D からの渦の離

脱に伴い非定常性の強い後流構造が対象建物に直接作用することが考えられるため，それ

を精度よく再現できるよう周辺建物領域（側方 0.5～1B，風上約 5.5B）に B/45 以上の高解

像度を確保する（図 6.13）。 

 

    

図 6.13 風向２の計算格子 
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（２） 計算結果 

風向２の計算結果として，瞬間渦度分布を図 6.14 に示す。同図より，風上側の高層建物

C および D の後流構造が対象建物に直接影響をおよぼしている様子が確認できる。 

 

 

図 6.14 瞬間渦度分布 
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６－４－４ 各風向ケースの計算結果および実験値との比較 

 

 風向１および風向２の各ケースに関し，対象建物の各外圧係数（平均値 Cp，変動値 Cp’，

正圧側ピーク値 Cp_max および負圧側ピーク値 Cp_min）の水平分布について計算値と実

験値とを比較したものを図 6.15 に示す。風向１に対する計算モデルとしてはケース(b)を採

用する（Cp および Cp’は再掲）。 

各外圧係数値は，実験と同様に，変動風圧波形に対して実大 0.35 秒相当の移動平均を施

し，実大 10分相当の波形ごとに各種外圧係数を求めてアンサンブル平均化したものである。

アンサンブル平均回数は，実験 10 回に対し計算 3 回である。 

 同図より，各ケースとも実験値と計算値は全体的に良く対応していることが確認できる。

定量的には差が生じている部位もみられるが，市街地モデルの複雑さに起因する形状再現

精度や現象のばらつき，また圧力場に関する非定常性の強さ 7)を考慮すれば概ね良好な精度

で変動圧力場が捉えられているものと判断できる。特に，風向２においては，高さ z=0.91H

の南東隅角部において顕著に絶対値の大きいピーク負圧が発生する点が特徴的であり，実

験値-4.02 に対して計算値-3.96 と良好な精度で再現されている。 

 

 以上より，実市街地における高層建物に対し，周辺高層建物が間接的に影響するケース

（風向１）および直接的に影響するケース（風向２）ともに外圧分布が精度よく再現され

ることが確認され，実市街地・実建物モデルに対して本手法による風荷重評価の妥当性が

示された。 
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図 6.15 外圧係数の水平分布 
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６－４－５ 風向２におけるピーク負圧発生に関する考察 

 

対象建物壁面における外圧分布が周囲の乱流構造から特徴づけられることを考慮すると，

本計算結果は，周辺市街地の影響も含めて対象建物まわりの非定常流れを十分に再現して

いると判断される。本節では，風向２の計算において対象建物の隅角部で発生したピーク

負圧に着目する。本ケースで出現したピーク外圧係数の値は，各種規基準に示される値

(-3.0)を上回ることから，耐風設計上重要視すべき事象であると考えられる。ここでは，

本ケースを対象として，周囲の流れ場および圧力場の可視化に基づきその発生メカニズム

を考察する。 

 

（１） 角柱２棟のケースとの類似性およびピーク負圧発生位置 

 風向２のケースは，以下の各項目において第４章（高層建物モデル２棟）6),7)に示された

条件および結果と共通することから，角柱２棟のケース（風上角柱の影響により風下角柱

の隅角部におけるピーク負圧が増加する事例）との類似性が確認される。 

 

・対象建物と風上側高層建物（本ケースＣおよびＤに相当）とが相対的に斜めの位置 

関係にある。 

・対象建物の壁面正対方向から 25°の風向角においてピーク負圧の増加現象が発生する。 

・当該風向では，対象建物に対し風上側高層建物の後流が直接作用する。 

・対象建物（風下建物）側面隅角部で-4 を超える強いピーク負圧が発生する。 

 

第４章では，アスペクト比４の３次元角柱２棟を対象とし，風洞実験で計測された風下

建物隅角部の強いピーク負圧発生が本計算手法により再現されるとともに，風上側高層建

物からの剥離せん断層が当該部位に作用することが可視化によって確認され，圧力分布・

渦度分布からその発生メカニズムが考察されている。強いピーク負圧の発生位置と風上建

物および風向に関する平面的な位置関係は，第４章と本モデルで高い類似性がみられるが，

ピーク負圧の発生高さについては，第４章では角柱側面の上端部であったのに対し，本モ

デルでは若干低い部位に相当する（本モデルの側面上端部では約-1.8 程度）。ここで，対象

建物の外形をみると，対象建物の上端部付近は約 B/10 の隅欠形状となっている。ピーク負

圧の発生高さ以下では微小な２段隅欠であり，外形としては概ね角柱形状であるといえる。

以上より，本ケースのように高さに応じて隅角部形状が変化する場合，ピーク負圧の発生

位置としては建物上端部でなく直角の隅角部形状を有する最上層であることが推察される。 
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（２） 条件付き平均流れ場の可視化に基づく考察 

 対象建物の矩形平面部最上層で発生したピーク負圧について，条件付き平均流れ場を求

める。サンプリング条件はピーク負圧発生点における外圧係数の瞬間値で-3.76 以下とした

（負圧側ピーク外圧係数-3.96 の 95%に相当する）。図 6.16 に，当該部位の外圧係数の 10

分間波形（１サンプル）およびサンプリングレベルを示す。同図より，強いピーク負圧は

間欠的に生じていることがわかる。条件に一致する瞬間流れ場のみを抽出・平均化するこ

とにより，当該現象に関与する流れ場をより明瞭に検証することが可能となる。ここでは，

条件付き平均流れ場の可視化に基づいて当該部位のピーク負圧に関する発生機構を調べる。 

 図 6.17 は，ピーク負圧の発生高さ（z=0.91H）の水平断面における条件付き平均流れ場

を可視化したものである。風上側の高層建物からの剥離せん断層が対象建物隅角部に向か

って伸びている様子がわかる。この時，対象建物隅角部に着目すると（図 6.18）側面隅角

部において局所的な剥離・再付着に伴う微細な渦構造が現れており，ピーク負圧発生位置

に相当することから当該現象に関与する渦構造であると考えられる。 

 

 

図 6.16 外圧係数時刻歴およびサンプリングレベル 

 

 

    

図 6.17 条件付き平均流れ場           図 6.18 隅角部の渦構造 
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同計算結果に基づいて対象建物まわりの圧力場を調べる。図 6.19 は対象建物表面におけ

る外圧分布であり，矩形平面部最上層近傍に発生する負圧領域がきわめて局所的な分布を

有することが確認できる。図 6.20 は外圧係数が-1.0，-2.0，-3.0 に相当する圧力等値面を

示している。対象建物東面において，強い負圧領域は矩形平面部の上端を起点として空間

的に分布する様子が確認され，円錐渦が形成されていることがわかる。小野ら 8)は，３次元

角柱（単体）を対象として，グランシングアングル（正対風向からわずかな角度を有する

風向，同文献では 15 度）で角柱上端部に円錐渦構造が発生することを報告している。しか

しながら，その際のピーク負圧の絶対値は-2.0～-2.5 程度であり，本ケースや角柱２棟の

ケースと比べて負圧レベルが顕著に異なることを考慮すると，風上側高層建物の影響を受

ける場合に特有の事象が介在することが推測される。 

 ピーク負圧の発生高さ（z=0.91H）における渦度（鉛直軸成分）分布を図 6.21 に示す。

対象建物東面隅角部の円錐渦発生位置における渦度場（白：正値）に対し，逆回転成分の

渦度場（黒：負値）が接している様子が確認でき，この負値を有する渦度場は風上高層建

物Ｃの隅角部からの剥離流れに起因していることが本図から確認される。強いピーク負圧

の発生は，当該部位の円錐渦が強められることに起因するものと想定されることから，風

上高層建物からの剥離流れによる渦度場（円錐渦に対し逆回転成分）の作用によって円錐

渦の循環が強められることが要因として推察される。 

 以上，本ケースで発生する局所的なピーク負圧の発生現象について，第４章の角柱２棟

のケースとの類似性を示すとともに，風上建物からの剥離流れと対象建物隅角部の円錐渦

の関連性に基づきその発生メカニズムを考察した。重要な点として，角柱２棟のシンプル

なモデルで発生する局所的なピーク負圧現象が実市街地のような複雑モデルにおいても同

様のメカニズムで発生すること（図 6.22），また本手法を用いることでピーク負圧を再現で

きるだけでなくその発生機構も明らかにできることが示された。 

最後に，当該現象に関する対象建物と風上建物群との関係性について考察する。本ケー

スでは，高さの異なる２棟の高層建物（Ｃ,Ｄ）が風上建物として関与している。図 6.23

は，条件付き平均流れ場に基づく流線図である。同図より，風上建物群からの剥離流れは，

２棟で構成される建物外形に起因して複雑な乱流構造を有していることがわかる。対象建

物隅角部のピーク負圧発生位置に着目すると，高層建物Ｃからの剥離流線が当該部位に作

用していることが確認されるが，この剥離せん断層の挙動は風上側の高層建物群（Ｃおよ

びＤ）によって特徴づけられていると考えられる。したがって，風荷重評価を目的とする

LES 計算モデルを構築する上では，周辺建物のうち特に直接的な影響をおよぼすことが予想

される高層建物については形状を精度よく再現するとともに，対象建物との間の空間にお

いて解像度・質ともに十分な格子を与える必要がある。 
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図 6.19 外圧係数の面分布           図 6.20 負圧等値面 

 

 

 

 

図 6.21 渦度の水平分布 
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     （角柱２棟の事例）            （実市街地の事例） 

図 6.22 ピーク負圧発生に関する建物配置および風向角の類似性 

 

 

 

 

図 6.23 風上建物からの流線 

  

     C 

D 
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６－５ 第６章結論 

 

実市街地における高層建物モデルを対象としてテトラ非構造格子系 LES を実施した。得

られた結論を以下に示す。 

1) テトラ非構造格子系に基づく本手法は，LES 計算モデルに求められる形状再現性および

格子配置に関する条件を十分に満たすことができる。特に実市街地のような複雑なモデ

ル形態に対しては，対象建物の風圧分布を決定づける周囲の乱流構造，すなわち周辺街

区の影響を受けた接近流や剥離せん断層の挙動を適切に捉えることが重要であり，風向

と建物配置に応じて空間的に十分な格子解像度分布を与えることで変動圧力場を精度

よく予測可能であることが確認された。 

2) 風向 SSW（風向１）を対象とし，格子解像度の異なる２ケースについて対象建物の外

圧分布を求めた。対象建物の接近流プロファイルは格子解像度による差がみられないこ

とから，風上面の外圧分布についてはその影響が現れなかった。一方，側面の変動外圧

係数分布に関しては高解像度モデルによる予測精度の改善がみられたことから，剥離せ

ん断層の挙動を精度よく捉えるためには剥離せん断層の厚さを分解し得る解像度が空

間的に必要であることが示された。実市街地モデルに対する要求解像度としては，建物

単体時の解像度に加え，対象建物から周辺の高層建物に至る範囲においては高い格子解

像度を確保しなければならない。 

3) 対象建物壁面正対風向から 25°の風向角を有するケース（風向２）について，風向１

の格子解像度に準拠するとともに，風上側高層建物からの渦の離脱を伴う後流構造を再

現できるよう計算モデルを構築し，対象建物の外圧分布を求めた。計算結果は実験値と

よく対応し，特に側面隅角部で発生する強いピーク負圧についても精度よく再現される

ことから，本計算法の妥当性が示された。 

4) 風向２の計算ケースにおける隅角部の強いピーク負圧について，条件付き平均場の可視

化に基づきその発生メカニズムを考察した。当該現象は，矩形平面部の上端に形成され

る円錐渦によるものであることが確認されるとともに，風上高層建物Ｃに起因する剥離

せん断層の影響によってその循環が促進され，負圧が強められているものと推察される。

当該現象は第４章で示した事例と類似するものであり，角柱２棟のシンプルなモデルで

発生するピーク負圧現象が実市街地のような複雑モデルにおいても同様のメカニズム

で発生することが明らかとなった。 

5) 本手法に基づくテトラ非構造格子系 LES は，設計用風荷重評価に適用可能であるとと

もに，流れの可視化に基づいて特殊な圧力現象を考察できるため，今後の耐風設計に有

効に活用できる。 
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第７章 

複雑化する高層建築物および市街地への適用 
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７－１ 緒言 

 

都市機能の更新および土地の高度利用を目的とする市街地再開発では，主に超高層建築

物の建設を中心として計画されることから，一部のエリアでは都市の高密度化が進行して

いる。一方，築 20 年以上経過した高さ 100m 以上の超高層ビルは国内に 150 棟以上存在し，

今後これらの解体ラッシュが予想される。こうした背景より，都市部においては今後，高

層建築物の新築・解体によって市街地の形態が年々変化することが予想され，個々の建築

物は様々な周辺状況の変化に対して柔軟に適応してゆかなければならない。 

市街地の形態変化による影響に関し，都市防災の観点から考慮すべき点として風況の変

化が挙げられる。特に高密度市街地に建つ高層建築物に着目すると，その設計用風荷重を

評価する際に，当該建物のみならず周囲の建物群によって形成された乱流構造が支配的と

なる場合がある。したがって，市街地形態の経年変化は対象建物まわりの変動圧力場を大

きく変化させる可能性が高く，設計時の一時点での市街地状況から評価された風荷重は当

該建物の供用期間を通して必ずしも安全性を担保できるものではない。 

また，高密度市街地を構成する個々の高層建物形状に着目すると，近年では，旧来の矩

形柱形状でなく複雑な外形を有するものが増加している。それらの多くは，意匠性や環境

性能の向上を目的とした特殊な外装材が採用された建築物である。高層建築物の耐風設計

において，平面・立面形状に寄与する建物全体の外形が設計用風荷重に影響をおよぼすこ

とは一般にしられているが，今後は，外装材スケール，すなわち建物表面における部材寸

法レベルの複雑形状についても適切な変動風圧評価を行う必要がある。さらにそうした複

雑表面形状を有する建築物が高密度市街地に存在する場合には，市街地規模の複雑さと併

せて変動圧力場を予測する必要があり，寸法オーダーとして 10-1m（外装部材）～102m（市

街地）の広い範囲で乱流構造を再現しなければならない。 

耐風設計における風荷重評価に際しては，風洞実験による風圧・風力計測がこれまで一

般に実施されてきた。風洞実験では計測対象の建物模型の周囲に実際の市街地模型が設置

され，周辺状況による影響が適切に反映されたデータを得ることが可能であるが，当該エ

リアにおける周辺建物群の将来的な変化の可能性まで実験条件に考慮されることはない。

周辺状況の将来的な変化に対しては，周辺なし（対象建物のみ）の実験値も併せて考慮す

ることで補う事例もあるが，当該条件は必ずしも安全側評価となるものではない。また，

建設後の周辺状況の変化に応じて再実験による安全性の確認が行われることもほとんど無

い。これは主に，現状の耐風設計体系や風洞実験コストに起因するものであると推察され

る。 

また，建物自体の形状が複雑化する傾向については，風洞実験の技術的課題として顕在

化してくるものと予想される。特に，外壁面に付設される部材（ルーバー，庇，目隠パネ

ル，看板等）については，シンプルな建物モデルに基づく研究事例は一部あるものの，実
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際の風洞実験においては模型化および十分な風圧測定が困難であり（第５章参照），設計用

風荷重評価は多くの場合十分でない。 

これに対し， LES による設計用風荷重評価では，既往の風洞実験にみられる技術的課題

を解決できることが，前章までの知見により明らかになっている。 

ここで，実務的観点から，実建物を対象とした LES に関する既往の研究事例をみると，

周辺状況に関する複雑さと，対象建物自体の外形に複雑さを有する場合とに大別される。 

周辺状況に着目した実市街地モデルの事例としては，Tamura，Nozu，Kishida ら 1)～4)が，

実市街地モデルの LES により実建物の風圧分布や周辺建物群による乱流特性について報告

している他，フックら 5)は中層密集市街地を対象として LES を実施しており，市街地再現範

囲によって接近流特性が異なること，風洞実験を再現したモデルでは風圧変動について実

験値と計算値の対応が良いことを示している。 

一方，建物自体の複雑さについては，Phuc ら 6)がセットバック型の建物モデルを対象と

した LES により，局所的なピーク負圧を再現するとともに，その要因となる渦構造を可視

化している。小野ら７)はバルコニーを模擬した複雑表面形状を有する高層建物モデルを用い

て LES を行い，実験との比較を行うとともに流れ場に対するバルコニーの影響を考察して

いる。また榎木ら 8)は，ベランダ手摺壁形状まで再現した中層建物モデルを対象として多風

向の解析を行い，複雑形状モデルにおいても風洞実験と同等の実務展開の可能性を示した。 

本章では，既往の風荷重評価法の技術的課題や制約を超え，より高度な CFD 耐風設計法

の確立を目的として，複雑化する建築物・都市を対象として非構造格子系 LES の適用性を

示す。計算対象は，市街地再開発により著しく形態が変化している実市街地である。同エ

リアは，前章において本計算法の適用性を検証したものであるが，同モデルは約 10 年前の

市街地状況を再現したものであり，その後現在に至るまでに多くの高層建物が建設され，

都市の高密度化が進行している。ここではまず，前章で対象とした高層建物モデル（建物

Ｍとする）に着目し，現況を再現した計算結果と比較することにより，周辺市街地の経年

変化がその風圧分布に与える影響について調べる。 

また，その際に新たに建設された周辺高層建物の中には，形状の複雑さ故に風洞実験の

適用が困難なものが複数存在する。ここでは，建物ボリュームに対し独立壁面を有する高

層建物（建物Ｊとする）および鉛直フィンが付設された高層建物（建物Ｏとする）に着目

する。両建物ともに，十分な模型再現および圧力測定が困難であることから，風洞実験に

よる風荷重評価では不十分であると考えられる。本章では，建物Ｊにおいて確認された特

殊な風圧分布に関して流れ場の可視化に基づき考察を加える他，建物Ｏの鉛直フィンに作

用する変動風力について既往の知見と比較・検討を行う。さらに，建物Ｏのように微細な

寸法の外装付属部材を有する場合には，風洞実験模型では一般に部材形状そのものが省略

されるが，本手法に基づく LES では計算モデルとして形状再現が可能である。ここでは，

鉛直フィンによる複雑表面形状の再現性が一般外壁面の圧力変動におよぼす影響について

も明らかにする。 
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７－２ 市街地形態の経年変化による高層建物の風圧分布特性への影響 

 

 第６章で扱った実市街地モデルは代表的なオフィス街であり，旧来より高層建物が多く

建てられてきた高密度市街地である。近年ではさらに市街地再開発が進行しており，同エ

リア内においても 10 年間で 10 棟以上の超高層建築物が建てられている。図 7.1 は，前章

のモデル（2004 年時）と，現在（2014 年時）の市街地状況の変化を示している。同図より，

前章で対象建物として風圧分布を検証した建物Ｍの周囲においても同規模の高層建物が数

多く建てられていることが確認できる。前章の結果より，建物Ｍの風圧分布を特徴づける

周囲の乱流構造に対して周辺（特に風上側）高層建物が影響をおよぼすことがわかってい

るため，同図に示す市街地状況の経年変化は，建物Ｍの風圧分布を大きく変化させること

が想定される。ここでは，2014 年時モデルを対象として LES を実施し，建物Ｍの風圧分布

特性に対して周辺市街地の経年変化がおよぼす影響について調べる。 

 

 

  

       2004 年時                 2014 年時 

 

          図 7.1 市街地形状の経年変化 

  

                                        Ｏ 

 

 

 

Ｍ                            Ｍ 

 

                            Ｊ                
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 計算格子の作成法は前章同様であり，風上建物を含む周辺領域は B/45，建物Ｍ壁面近傍

では B/180 の解像度が確保されている。計算風向については，2004 年時の計算において端

部で強いピーク負圧が発生した風向２（建物Ｍの南面生体風向から 25°）とする。要素数

は約 8300 万である。 

図 7.2 は，2014 年時モデルの計算結果に基づく瞬間渦度分布である。当該風向において，

新たに建てられた高層建物Ｊは建物Ｍの風上側に位置していることがわかる。前章 2004 年

時では，さらに風上側に位置していた高層建物 C からの剥離せん断層が建物Ｍの隅角部に

作用し強いピーク負圧を形成していたが，本ケースでは高層建物Ｃの後流域すなわち当該

せん断層の挙動範囲に高層建物Ｊが建てられたことにより，建物Ｍ周囲の乱流構造は大き

く変化していることが予想され，2004 年時とは異なる風圧分布が形成されるものと推察さ

れる。 

      

図 7.2 瞬間渦度分布 

 

 2014 年時モデルにおける建物Ｍの風圧分布について，前章の 2004 年時モデルの結果と

併せて図 7.3 に示す。図は，建物Ｍの高さ 89m および 164m における風圧係数（平均風圧

係数，変動風圧係数，正圧側ピーク風圧係数，負圧側ピーク風圧係数）の水平分布である。

同じ建物でありながら両モデルの結果は全く異なる分布形状を示しており，周辺市街地の

経年変化によってもたらされる乱流構造の差は，建物周囲の圧力場を大きく変化させるこ

とがわかる。全体的な傾向として，風圧係数の絶対値は 2014 年時モデルの方が小さくなっ

ている。特に，高さ 164ｍ南東隅角部において 2004 年時モデルで発生していた強いピーク

負圧は，2014 年時モデルでは発生しておらず，耐風設計上重要な風圧現象にも大きく影響

をおよぼすことが確認された。以上より，周辺市街地の経年変化は建物周囲の圧力場を大

きく変化させるため，設計用風荷重評価において適切に考慮すべき条件であることが示さ

れた。 
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図 7.3 建物Ｍにおける風圧係数分布の経年変化 
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７－３ 複雑形状を有する高層建物への適用 

 

近年建てられる超高層建築物には，これまでにない外形を有するものが多く存在する。

それらの多くは，外観の意匠性あるいは環境性能の向上を目的として特殊な外装形式を採

用している。特に外装付属部材によって建物形状が複雑化しているものについては，その

寸法に起因して模型実験が困難であるため，今後の耐風設計において適切に風荷重評価を

行うためには LES が有効となる。ここでは，当該エリアにおいてこの 10 年間で新築され

た実建物のうち，特徴的な複雑外形を有する高層建物２件について計算を実施し，それら

形状に起因する特殊な風圧場について検討する。 

 

７－３－１ 高層部に独立壁を有する高層建物 

 

（１）建物形状および計算モデル 

 建物Ｊの外観を図 7.4 に示す。本建物は，建物Ｍの南側に近接して建てられた超高層建

築物（高さ 200m）であり，前節において建物Ｍの風圧分布に影響をおよぼすことが確認さ

れた建物のひとつである。同図より，主要壁面（北面）の外形がわずかにＶ字型の凹形状

となっていることがわかるが，基準階平面形状としては概ね矩形（60m×80m）であり，風

荷重への影響は小さいものと考えられる。一方，上層階に着目すると，外壁ラインがガラ

スの独立壁となって最高高さに達していることが確認できる。板状物体はその表裏におい

て正圧・負圧の同時作用により大きい風力が作用すること，当該部位の規模が大きいこと，

高層部であるため強風の影響を受けやすいこと等を考慮すると，耐風設計において適切に

風荷重評価を行う必要がある。しかしながら，既往の風洞実験法では，限られた風圧測定

点を離散的に配置しなければならないことから当該部材の表裏で十分な解像度で計測を実

施できないことが危惧される。また板状部材においては導圧チューブを内部に格納するこ

とができないため，圧力タップやチューブが模型外形として露出してしまうことから，そ

れら形状が周囲の流れ場に影響をおよぼすことが考えられる。ここでは，2014 年時モデル

の計算結果から当該建物の変動風圧をサンプリングし，その風圧分布特性を調べる。単一

の計算モデルにおいて変動風圧の計測対象を任意に選定できることもCFDの特長のひとつ

である。建物Ｊのモデル形状を図 7.5 に示す。 

 計算格子は前項と同様のものを使用する（図 7.6，図 7.7）。建物Ｊ近傍に関しては，壁

面近傍だけでなく，建物と独立壁との間の空間においても十分な格子解像度となるよう配

慮した（図 7.8）。 
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図 7.4 建物Ｊ外観            図 7.5 計算モデル形状 

 

 

 
図 7.6 計算格子（市街地全体） 
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図 7.7 計算格子（建物Ｊ周囲） 

 

 

   
図 7.8 計算格子（建物Ｊ近傍） 
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（２）計算結果 

 高さ 190m,160m,115,における風圧係数分布を図 7.9 に示す。高さ 190m においては，ガラ

ス独立壁の裏面にも外圧が作用するため，建物部と分けて水平分布を示している。各高さ

の建物外周における風圧分布については，風向に対して風上面に正圧が，側面・背面に負

圧が分布しており，概ね一般の知見から類推できるものである。高さ 160m 以上では，E

面風上側に比較的強いピーク負圧が現れており，前章で示した建物Ｍの事例に類似した機

構が発生している可能性もあるが，その値は概ね単体角柱の値と同程度であり，特別な配

慮を要するものではないと考えられる。 

一方，独立壁部に着目すると，その裏側端部（東側）においてきわめて局所的なピーク

正圧が確認される。一般に，建築物の正圧分布は接近流が風上面に作用することで形成さ

れるため，同高さにおける S 面のように風上面全面に渡って広く分布する傾向がある。 
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     （高さ 190ｍ：独立壁）        （高さ 190ｍ：建物外周） 
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     （高さ 160ｍ：建物外周）        （高さ 115ｍ：建物外周） 

 

図 7.9 風圧係数の水平分布 

平均風圧係数    変動風圧係数    ピーク風圧係数（正負） 

裏面    Ｎ面        W           S            E          N 

W          S           E          N               W          S           E           N 
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 当該独立壁は風向に対して風下側に位置するため，局所的に強い正圧部が発生すること

は一般の知見からは予測できない。また，板状部材において局所的に発生する圧力変動は，

前述した通り実験的に計測することが困難である。 

(3)局所正圧に関する考察 

 ここでは，圧力場および流れ場の可視化に基づいて，独立壁裏面における局所正圧の発

生メカニズムを調べる。図 7.10 は壁面における瞬間圧力分布を示している。独立壁裏面端

部において，局所的な正圧部（図中：黒）が鉛直方向に分布している様子が確認できる。

瞬間流れ場の水平断面を図 7.11 に示す。建物壁面（E 面）上の流れが NE 端部で剥離し，流

れの一部が独立壁との間の空間に流入して渦構造を形成していることがわかる。この時，

剥離せん断層はその直後の独立壁裏面に衝突する形となることから，当該部位において局

所的な正圧場が形成されるものと推測できる。 

   

図 7.10 瞬間圧力分布          図 7.11 瞬間流れ場 
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７－３－２ 外壁面に鉛直フィンを有する高層建物 

 

（１） 建物形状および計算モデル 

 建物Ｏの外観を図 7.12 に示す。本建物は，建物Ｍや建物Ｊの北側に位置する高さ 200m

の超高層建物であり，48.8m×98.9m の長方形平面を有する矩形柱形状である。ただし，そ

の外壁面全面において，多数の鉛直フィンが配置され，きわめて複雑な表面形状となって

いる。これら鉛直フィンは，意匠性のみならず，遮光ルーバーとして空調負荷低減に資す

る環境配慮型外装材として設置されている。各フィンは，90mm×440mm の断面形状を有し，

1800mm ピッチで全壁面に設置されている。その総数は 164 点にのぼり，全てが外気に曝さ

れていることから外装材としての耐風性能が要求される。しかしながら，第５章でも述べ

た通り，これら鉛直フィンは建物自体に比べ相対寸法比がきわめて小さいため，風洞実験

においてフィンの設計用風荷重を評価するための圧力計測は不可能である。したがって，

これらフィン部材の風荷重評価は実質的に LES でのみ評価可能な対象であると考えられる。

なお，当該外装形式は近年では採用事例が多いものの，設計用風荷重に関して一般に参照

できる資料はなく，デフォルメされた実験に基づく研究成果や，一般外壁面の値から類推

された数値が便宜的に使用されているものと推測される。 

 ここでは，建物Ｏに対し，壁面に設置された全ての鉛直フィンを計算モデルとして表現

し，フィン表裏の圧力差から求められる変動風力を調べる。計算モデル形状を図 7.13 およ

び図 7.14 に示す。 

 

  

図 7.12 建物Ｏ外観           図 7.13 計算モデル形状 
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 フィン形状に関するモデル作成にあたっては，フィン寸法およびフィン配置を完全に再

現するものとし，実験で行われるような寸法拡大あるいは形状再現の省略は行わない。計

算モデルのフィン拡大図を図 7.15 に示す。同図から確認できる通り，本建物においては隅

角部にはフィンは設置されていない。 

 

         

図 7.14 計算モデル形状（建物Ｏ上部） 

 

       

図 7.15 計算モデル形状（フィン部拡大図） 
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 当該建物は，これまで扱った建物Ｍや建物Ｊからは北側遠方に位置しているため，計算

格子について異なる解像度分布を設定し，計算モデルを再構築する。建物Ｏ周辺における

計算格子を図 7.16 に示す。遠方領域から対象建物近傍に向け格子解像度を向上させる手法

についてはこれまでに示したモデルと同様であるが，本モデルの場合は対象建物表面に微

細なフィン形状を有することから，さらに高い格子解像度が必要となる。建物Ｏ近傍の計

算格子を図 7.17 に，フィン近傍の計算格子を図 7.18 に示す。第５章の知見より，隅角部

フィンにおいて大きい風力すなわち圧力差が生じることが確認されているため，本モデル

においても隅角部フィン近傍において最高解像度となる格子を配置する。ここで，建物代

表寸法 B を建物の長辺と短辺の平均とすると，最高解像度は約 B/1480 である。これは，前

章建物Ｍの最高解像度と比較すると，約８倍の解像度に相当する。なお，各フィンにも境

界層要素としてプリズム要素が挿入されており，その厚さは B/2950（３層）である。 

 

 

 
図 7.16 計算格子（建物Ｏ周辺） 
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図 7.17 計算格子（建物Ｏ近傍）       図 7.18 計算格子（隅角部フィン近傍） 

 

 

（２）計算結果 

 計算結果に基づく瞬間流れ場を可視化し，図 7.19 および図 7.20 に示す。ここで各図は，

計算結果からベクトルを等間隔で再配置したものである。図 7.19 より，建物周囲の流れ場

として，隅角部での剥離や凹部での渦構造が確認できる。 

    

図 7.19 風速ベクトル分布 
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 隅角部を拡大し（図 7.20）フィン近傍の流れに着目すると，建物表面においてフィン間

隔に対応した渦構造が現れている。以上より，本計算モデルでは，建物スケールでの大局

的な乱流構造とともに外装材スケールの微細な渦構造を解像できていることがわかる。 

 

図 7.20 風速ベクトル分布（フィン近傍） 

 

 

 フィン近傍の変動圧力場に基づき，フィンに作用する変動風力を算定する。算定手法は

第５章と同様とし，表裏の差圧の時刻歴データから風力係数を求める。図 7.21 に，フィン

の平均風力係数およびピーク風力係数の水平分布を示す（図中プロットが不連続な領域は，

建物形状の凹凸によりフィンが存在していないことを示す）。計算風向に対し風上面

（x/B=3.4～4）においてその両端部のフィンに作用する風力が大きいことが確認でき，上

層部で約 2.5 程度である。これらの結果は，第５章（実寸フィンモデル，端部なし，モデル

Ｂ）の知見にも概ね対応している。傾向の異なる点としては，第５章で考察した低層部に

おけるピーク風力の増加現象が本モデルでは発生していない点が挙げられるが，本モデル

では地上高さまではフィンが設置されていないこと，また風上領域に実市街地が広がって

いるために第５章の単体角柱とは接近流特性が大きく異なっていることが推察される。 
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          図 7.21 フィンの風力係数に関する水平分布 
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（３） フィンの形状再現性が風荷重評価におよぼす影響 

 外壁面に設置される鉛直フィンの設計用風荷重を評価するに際し，第５章からは実寸相

当の寸法比（幾何学的相似条件）を満たす必要性と非構造格子系 LES の有効性が示され，

本章からは実市街地・実建物モデルの事例に対しその適用性が示された。ここでは，鉛直

フィンを実装する建物において，一般外壁面の変動風圧場に着目する。 

 風洞実験の模型製作，流体計算のモデル作成ともに，建築物の細部形状を構成する部材

に関してそれ自体が風荷重評価対象でない場合には，部材そのものを省略あるいは簡略化

して表現されることは一般に多く行われている。具体的には，バルコニーの手摺や隔板，

ゴンドラレール，屋外階段等が挙げられる。本検討対象のように鉛直フィンを有する建築

物についても，窓ガラスやカーテンウォールといった一般外装材の耐風設計のみに重点が

置かれると，フィン形状が省略されたモデル（建物外形のみ）で外壁面上の変動外圧が評

価される。しかしながら，風荷重評価の非対象部材であっても，その規模・形状・配置に

よっては近傍の乱流構造に干渉し，結果的に評価対象部材の風荷重に影響をおよぼす可能

性がある。 

 ここでは，建物Ｏの一般外壁面の変動風圧に対して，鉛直フィンの形状再現性がおよぼ

す影響について調べる。これまでの知見から，端部フィンの風力が大きい（表裏の圧力差

が大きい）ことを考慮すると，その近傍の乱流構造の形成においてフィン形状が主体的に

関与していることが予想され，特に隅角部における一般外壁面の風圧変動に対してフィン

の有無が影響をおよぼすことが考えられる。以上を踏まえ，計算モデルからフィン形状を

削除して各壁面を平面とし，再度計算を実施する。 

 

 図 7.22 は隅角部の一般外壁面における風圧係数（平均風圧係数および正圧側・負圧側ピ

ーク風圧係数）の高さ方向分布であり，フィン形状が有るケースと無いケースの計算結果

を比較している。各測線は，フィン有りのケースにおいて，各壁面の端部フィンを挟む両

側の外壁面上に配置している。フィンの有無による風圧分布の差が最も顕著な点は測線 13

である。フィン有りのケースでは全高さにわたって風圧係数が負圧側に大きくシフトして

いる。その要因としては，建物スケールでの剥離流れにおいて，その剥離点が変化してい

ることが考えられる。フィン無しのケースでは，シンプルな矩形平面であるため，S 面上の

流れは建物隅角部（測線 12 と 13 の間）で剥離する。一方フィンが有るケースでは，S 面

W 側端部のフィン先端が剥離点となり（図 7.20 参照），測線 13 は剥離後の強い負圧領域に

含まれるため，大きく圧力低下するものと推察される。風圧レベルは比較的小さいものの，

測線 4 においても全高さにわたってピーク負圧が大きくなっており，E 面端部のフィンの

有無により同様の現象が発生しているものと考えられる。 

以上より，建物表面上の微細な形状の有無は，一般外壁面の風圧変動に対して大きく影

響をおよぼす可能性があることが確認された。モデル形状の再現性による風圧変動の差は，

当該部位の外装材用風荷重のみならず，建物全体に作用する風力評価にも関与する。した
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がって，特に風荷重評価対象の建物モデルに対しては，各外装付属部材が大局的な乱流構

造に干渉するか否かを適切に予測した上で表面形状のモデル再現を判断する必要がある。 
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図 7.22 隅角部一般外壁面における風圧係数の高さ方向分布(1) 
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図 7.22 隅角部一般外壁面における風圧係数の高さ方向分布(2) 
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図 7.22 隅角部一般外壁面における風圧係数の高さ方向分布(3) 
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７－４ 第７章結論 

 

 複雑化する市街地および建築物を対象とし，非構造格子系 LES を実施した。本章で得ら

れた知見を以下に示す。 

 

(1) 高密度市街地に建つ高層建物（建物Ｍ）を対象とし，周辺市街地の 10 年間の経年変化

が当該建物の風圧分布に与える影響を調べた。2014 年時の市街地形状を再現して計算

を実施し，前章に示した 2004 年時モデルの結果と比較したところ，全体的な風圧レベ

ルが低下するとともに，前章で考察した局所的な強いピーク負圧が確認されなくなった。

建築物の耐風設計において風荷重評価を行う際には，その周辺において特に高層建物の

建設・解体に係る再開発計画に留意し，将来的な風況変化を考慮することが重要である。

従来の風洞実験に比べ，流体計算ではモデル形状の変化に対して柔軟に対応できるため，

今後の風荷重評価技術として有効に活用してゆくことができる。 

(2) 当該エリアの市街地再開発において実際に建設された高層建物のうち，特殊な外装形式

による複雑形状を有する２棟（建物Ｊ，建物Ｏ）について計算を行い，風圧分布および

それを特徴づける乱流構造について調べた。実市街地モデルに関する知見（第６章）お

よび複雑形状モデルに関する知見（第５章）に基づいて合理的なモデル構築および計算

を実施し，風洞実験では計測が困難な部位の風圧分布や周囲の流れ場を示した。 

(3) 上層部に独立ガラス壁面を有する建物Ｊの計算結果より，独立壁端部において局所的な

ピーク正圧の発生が確認された。流れの可視化に基づいてその発生機構を考察したとこ

ろ，建物隅角部から再剥離した流れが当該部位に直接作用し，局所的な正圧場を形成し

ていることが確認された。 

(4) 外壁面に鉛直フィンを実装する建物Ｏの計算結果より，各フィン寸法に相当する微細な

渦構造まで再現できていることが確認され，フィンに作用する風力係数として第５章

（モデル B）の結果に概ね対応していることが確認された。 

(5) 建物壁面上において，外装付属部材による微細な形状の有無は，一般外壁面の風圧変動

に対して影響をおよぼす可能性があることが示された。表面形状の再現性による風圧変

動の差は，当該部位の外装材用風荷重のみならず，建物全体に作用する風力評価にも関

与する可能性があるため，特に風荷重評価対象の建物モデルに対しては，各外装付属部

材が大局的な乱流構造（剥離点の位置等）に干渉するか否かを適切に予測した上で形状

の再現精度を判断する必要がある。 
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８－１ 本研究で得られた結論 

 

 本研究では，非構造格子系 LES による高層建築物の風荷重評価法を確立することを目的

とし，解決すべき各種技術的課題に対して適切なモデル構築法を提示するとともに計算精

度を検証し，その妥当性を示した。また，耐風設計上重要となる特殊な風圧現象に対して

要因となる乱流構造を調べ，その発生メカニズムを明らかにした。 

本研究で得られた主な知見を以下に述べる。 

 

第２章では，乱流解析手法を示すとともに，建築物の変動風圧評価のための LES 計算モ

デルにテトラ非構造格子系を導入する効果およびその生成法を述べた。本研究に用いた格

子系は，物体形状の適合性および局所的な空間解像度調整の点で効果的であり，建築物や

市街地といった複雑形状への応用に期待できる。また，LES の流入境界条件（流入変動風）

の作成法として，風洞モデルによる手法を提案し，風荷重評価用の境界層乱流場を適切に

再現できることを確認した。 

 

第３章では，高層建物モデルとして境界層乱流中の３次元角柱（単体）の計算を行い，

壁面の変動風圧力に関する基本的な予測精度を検証した。まず，格子解像度に関する感度

解析結果から，本研究における計算モデル構築法の基本となる格子解像度を定めた。３風

向に対する計算を実施し，別途実施された３種の風洞実験（多点風圧実験）結果と比較し

た結果，両者は良く対応し，本計算法の妥当性が示された。局所的に計算値と実験値に差

が生ずる領域においては実験値間においてもばらつきが生じており，計算結果は概ね実験

値のばらつきの範囲内にあることを確認した。シンプルなモデルの場合，変動風圧特性は

接近流や物体自体の剥離流の影響を鋭敏に受けやすいため，計測・評価上のばらつきを考

慮して複数の実験値を参照して検証することが重要である。 

 

第４章では，風上建物の影響を受けて高層建物の局所負圧が顕著に増加する事例として，

３次元角柱２棟の計算を実施した。周辺建物を含む複雑モデルに対して適切なモデル構築

法を示した上で，計算結果を実験値と比較し，特殊な風荷重現象に対しても本手法が有効

であることを示した。風上建物の存在によって強められるピーク負圧は，建物単体での圧

力場に関する一般の知見を大きく上回るものであり，耐風設計上重要な現象と判断された

ため，条件付平均場の計算に基づいてそのメカニズムを考察した。その結果，対象建物上

端部に円錐渦が形成されること，また風上建物からの剥離流れが当該部位に直接作用し円

錐渦の循環を強めていることが明らかとなった。さらに本章では，上記考察結果に基づい

てピーク負圧の低減手法を提示した。隅角部を隅欠形状とすることにより渦形成が抑制さ

れ，当該ピーク負圧が単体角柱と同程度の値まで低減されることが確認された。 
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第５章では，建物自体に関する複雑形状問題として，壁面に設置された鉛直フィンに作

用する変動風力を求めた。まず，風洞実験において便宜的にフィンが拡大されたモデルを

計算で再現し，当該表面形状に対する本手法の妥当性を確認した。次に，フィンと建築物

との寸法比を実寸相当とし，微細な表面形状を伴うモデルで計算を行ったところ，全体的

にフィンの風力値が低減される傾向がみられた。建物周囲の流れ場やフィンに作用する風

圧・風力の変動特性について実験再現モデルと実寸相当モデルを比較すると顕著な差がみ

られ，実寸相当モデルでは建物全体からの剥離渦によって形成される大局的な乱流構造が

支配的となることが確認された。フィンの風力分布について風向角による影響を調べたと

ころ，風向角 15°において風上フィンで大きい風力が発生することが確認され，円錐渦の

形成とフィンの形状効果が組合わされることが原因として明らかになった。また，全体的

に風上面低層部で大きいピーク風力が確認された。その要因としては，フィンの形状効果

によって増速した下降流が，地上面近傍の馬蹄形渦を強め，壁面上でその２次渦が強調さ

れたためであると推察される。 

 

第６章では，前章までの知見に基づいて計算対象を実市街地・実建物モデルに発展させ，

接近流特性の異なる２種類の風向に対して高層建物モデルの変動風圧評価を行った。風向

１は対象建物の風圧分布に対して風上側高層建物が間接的に影響するケースであり，格子

解像度が建物周囲の乱流構造におよぼす影響に着目して風圧分布特性を検討した。建物周

囲の格子解像度は，特に剥離せん断層の挙動に影響をおよぼすことが確認されたことから，

実市街地の計算モデル構築においては，対象建物から周辺高層建物に至る範囲において高

解像度を確保しなければならない。風向２は，対象建物が風上高層建物の後流域に位置す

るケースであり，側面隅角部で発生する強いピーク負圧を本手法で精度よく再現できるこ

とが示された。当該現象の発生メカニズムは，風上高層建物からの剥離せん断層によって

円錐渦の循環が促進されるものであり，第４章（角柱２棟の事例）で考察したピーク負圧

発生機構と同様の現象が，実市街地のような複雑モデルにおいても発生することが明らか

となった。 

 

第７章では，近年の傾向を踏まえ形態が複雑化する市街地および建築物を対象とし，今

後の耐風設計においてより高度な風荷重評価を可能とする技術として本手法の適用性を示

した。まず，前章で扱った市街地モデル（2004 年時の市街地状況）に対し，現況（2014

年時）モデルの計算を実施した。市街地再開発による 10 年間の変化は対象高層建物の風圧

分布に大きく影響をおよぼすことが確認されたため，耐風設計用風荷重評価を行う際には，

周囲の建設・解体に係る再開発計画に留意し，将来的な風況変化を考慮することが重要で

ある。また，当該エリアの市街地再開発において新たに建設された高層建物のうち，特殊

な外装形式によって複雑な外形となっている２棟について計算を行い，風圧分布を求める
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とともにそれを特徴づける乱流構造について調べた。特に，外壁面に鉛直フィンを実装し

た実建物に関しては，フィンの風力について第５章の知見との対応を確認するとともに，

一般外壁面の風圧分布に対して外装付属部材の再現性が及ぼす影響について明らかにした。 

 

 以上より，本研究で用いた非構造格子系 LES は，高層建築物の耐風設計において評価す

べき様々な風圧現象に対し，計算モデル構築の合理性と十分な予測精度を有することが確

認され，流体計算による新たな風荷重評価法として有効であることが示された。特定条件

下で発生する特殊な風荷重現象についても精度よく再現できるだけでなく，乱流構造の可

視化に基づいてそのメカニズムを考察・解明することができるため，耐風設計実務に役立

てられるだけでなく今後の風工学の発展にも寄与する技術として活用されることが期待さ

れる。 
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８－２ 今後の展望 

 

 非構造格子系 LES は，既往の風荷重評価法における技術的課題を解決できるとともに，

実建物モデルに対しても適用可能であることが示されたため，今後実用技術としての展

開・普及が期待される。ここでは，本手法の特長をさらに活かして高度な防災技術として

発展させてゆくための将来的な展望を述べる。 

 

(1) 高解像度な面情報の活用 

外装材設計用風荷重評価で一般に用いられる時刻歴での移動平均化処理（0.5～1s 程

度のフィルタリング）は，外装材寸法を考慮して風圧分布の面平均化を行うための工学

的処理である。風洞実験では模型上離散的に計測された風圧値に対し当該フィルタリン

グが施されピーク値が評価されるが，LES では風圧分布に関して面的に高解像度な節点

情報を有していることから，外装材単位の面平均値を直接的に求めることができる（例

えば BIM の利用による部材単位でのモデル形状作成およびデータ抽出など）。 

 

(2)実広域市街地の再現による接近流評価 

現行の耐風設計体系においては，対象建物の設計風速を算定する際，当該エリアの周

辺状況に応じて地表面粗度区分を仮定し，接近流特性としてプロファイルが規定される。

風洞実験ではこれをターゲットとして風洞気流が作成されるが，一方 LES では計算空間

に物理的制約を伴わないことから，広域市街地モデルの計算に基づいて実状に即した接

近流特性を風向別に得ることが可能であり，より実状に即した設計風速評価を行うこと

ができる。 

 

(3)風応答評価の高度化 

タワー・煙突や大スパン屋根等，大変形を伴う風応答が予測される構造物に対しては，

空力不安定振動の発生の有無を確認するため，振動模型を用いた風洞実験（空力振動実

験）が実施される。しかしながら，風洞模型で再現できる自由度および模型則に基づく

現象再現範囲には限界がある。LES では，節点移動・要素変形によって流体‐構造連成

解析が可能であることが知られており，本手法のように複雑形状への適合性と格子系の

自由度を併せることで，より複雑なモードを有する振動物体への対応が可能となるもの

と考えられる。 
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付録１ 角柱モデルの層風力および一般化風力 

 

 第３章で扱った３次元角柱（単体）モデルに関し，特に構造骨組用風荷重評価に用いら

れる層風力係数および一般化風力係数について検証を行う。 

 付図 1.1 は，層風力係数分布について実験値と計算値を比較したものであり，風向角は

第３章同様 0°15°45°の３風向である（実験値は A を使用）。層風力の計算に際しては，

実験・計算ともにサンプリング点（風圧計測点）の値に対して面積分して求めている。全

体的に実験値と計算値は概ね良い対応関係にあるが，風向 0°Y 方向（風直角方向）の変動

層風力係数については計算値が若干大きく評価している。これは，図 3.15（風圧係数の空

間分布）の側面における変動風圧係数（0°）からも確認できるように，風圧の計算値が実

験値を上回る傾向があることに起因するが，当該範囲においては実験値間にも大きいばら

つきが生じている。 

 付図 1.2 は，１次直線モードを仮定した一般化風力係数（転倒モーメント係数）のパワ

ースペクトルについて，実験値と計算値を比較したものである。広帯域に渡って両者は良

く対応している。 
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           付図 1.2 一般化風力係数のパワースペクトル 
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付録２ 本研究における計算環境 

 

実市街地モデル（第６章および第７章）では，数千万要素を超える計算モデル規模であ

ることから，本研究では HPC 環境として東京工業大学の TSUBAME を利用した。計算法は領

域分割法に基づく並列計算であり，使用ノード数は 40～85（並列数 480～1020 に相当）で

ある。計算における評価時間は実時間で約 30 分であり，計算ステップ数は約 20 万である。

実市街地モデルの計算負荷を付表 2.1 に示す。 

今後の耐風設計に LES を適用する上では計算負荷の低減がひとつの課題となる。本研究

においては周辺市街地における個々の建築物も精度よく形状を再現しているが，実用上は

形状再現精度を下げる，あるいは街区単位の外形で表現する，といった対応も効果的であ

ると考えられる。 

 

        付表 2.1 実市街地モデルの計算負荷 

 

  

対象モデル 解像度レベル 要素数 Node Core 計算時間／20万step
実市街地 低解像度モデル 3500万 40 480 80H
実市街地 高解像度 7200万 80 960 110H
実市街地+複雑建物 超高解像度モデル 1億3000万 85 1020 230H
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付録３ 標準計算モデルの提案 

 

 

 本研究成果に基づき，非構造格子系 LES を用いて設計用風荷重評価を行うための標準計

算モデルを以下に提案する。ここでは，対象建物は比較的シンプルな角柱形状を有する高

層建築物（代表幅 B＝30～40m 程度とする）とし，周囲数百 m 範囲の市街地も含めた計算モ

デルに対して，格子解像度およびその領域について示す。なお，局所地形による効果につ

いては対象外とする。 

 

 

（１） 流入変動風作成モデル 

 

 建設地周囲の地表面粗度区分に基づいて目標プロファイルを定め，風洞実験における風

洞気流作成法に準じて各種抵抗要素を計算モデルに配置する。具体的には，大まかな平均

風速勾配を形成するためのスパイヤ，主に床面近傍で乱流化を促進させるラフネスブロッ

ク（複数種類を配置）の他，必要に応じてバリヤ等が有効である。格子解像度は，上空領

域を低解像度（格子寸法 B 程度）とし，中間高さから抵抗要素の物体表面に向けて連続的

に高解像度（格子寸法 B/4～B/8 程度）とする。計算領域は，主流直交断面は主計算（市街

地を含む）モデルの流入境界面と同等とし，主流方向には 250B 以上の吹走距離を確保する。

流出境界の上流側 10B 程度の距離で主流方向に直交する仮想断面を設け，当該面内全節点

の時刻歴風速波形を保存する。 

計算領域に関する留意事項としては，本モデルの主流直交断面と主計算（市街地）モデ

ルの流入境界面の面積に乖離があると，保存された流入変動風を参照する際に連続条件を

満たすことができず，全領域にわたって圧力場が発散する可能性がある。また，主流方向

長さ（吹走距離）が不足すると，平均風速および乱れ強さのプロファイルが満足できても

風速変動の周波数特性として低周波数成分が不足する（大スケールの渦構造が再現できな

い）ため，注意を要する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

          付図 3.１ 流入変動風作成モデル（風洞モデル） 
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（２） 市街地モデル 

 

 対象とする高層建物（代表幅 B，代表高さ H）を中心として周囲の市街地をモデル形状と

して再現する。再現範囲は風洞実験と同等とし，半径 2H～3H 程度とする。格子解像度は，

再現すべき乱流構造に応じて領域ごとに定める。  

・上空領域 

  低解像度領域として B 程度とする。 

・中央高さ以下の領域 

  流入変動風作成モデルの格子解像度に対応させ，B/2 程度とする。 

・流入境界面～市街地形状を包絡する領域 

  市街地および対象建物に対する接近流を再現する領域として B/4 程度とする。 

流入変動風の解像度が向上し，エネルギーカスケードによってより高周波数域の変動 

成分が生成される。 

・市街地を包絡する領域 

  街区や道路など，市街地の外形によって特徴づけられる流れ場を再現する領域として 

  B/8 程度とする。低層市街地において対象建物のみ高層建築物の場合（高層建物単体と 

  見なせる場合），建物後流域のカルマン渦列を再現する領域に相当するため，特に対象 

建物の後方を広い範囲で当該解像度を確保する。 

・建物近傍(1) 

  対象建物側方における剥離せん断層の挙動と後方における渦の巻込を再現する領域と 

  して B/16 程度とする。周辺建物群に関しては，中低層建物に対しては建物群を覆う範 

囲でよいと考えられるが，特に高層建物の場合は対象建物と同程度の範囲で当該解像 

度を確保する。 

・建物近傍(2) 

  対象建物の壁面近傍を覆う範囲で B/32 とし，特に建物形状によって直接的に形成され 

  る乱流構造（および剥離せん断層との干渉）を再現する。周辺建物群については，各 

  建物の形状再現精度にもよるが，精緻に再現されている場合は各建物近傍においても 

  本寸法が要求されるものと考えられる。特殊な事例として，対象建物の周囲に同規模 

  の高層建物が存在し，接近流に影響をおよぼすことが想定される場合は，当該周辺建 

  物と対象建物との間の空間において本格子寸法を採用する。これは，第４章・第６章 

に示したように，風上建物からの剥離せん断層の作用による局所的な強い負圧場の発 

生を適切に再現するためである。 

・建物隅角部 

  建物隅角部は流れの剥離や後端干渉が起こる部位であり，流体計算上は特異点として 

  大きい圧力勾配が発生するため，B/64 以上の格子解像度とする。 
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・補足 

実際の建築物は複雑な外形を有するものが多いため，特に上記「建物近傍(2)」以上の 

解像度範囲についてはその形状に応じてより高い解像度を与える必要性が生じるもの 

と推測される（第５章・第７章で扱った鉛直フィンモデル等）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         付図 3.2 建物市街地を含む主計算モデル 
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